
 
 

３． 系統連系研究会 

第 1回 2003 年 7 月 11 日 

第 2 回 2003 年 9 月 12 日 

第 3 回 2003 年 11 月 20 日 

第 4 回 2004 年 1 月 15 日 

 

 

【写真】第 3回系統連系研究会の様子 
 

《本章の内容》 
A：要旨 
・「系統連系研究会」の概要 

B：系統連系研究会 2003年度報告 
・Ⅰ．全体的な整理 
・Ⅱ．周波数変動に係わる課題 
・Ⅲ．ローカルな系統影響に係わる課題 
・Ⅳ．その他 
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「系統連系研究会」の概要 
 
 系統連系研究会は、「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク（GEN）が主催する「新エネ利用特
措法検証委員会」の下に、系統連系に関する専門的な議論を行うワーキング・グループとして設置した

ものである。電力系統に関する専門家・関係者によって系統連系を巡る諸課題について議論し、情報や

問題点の共有を図ることを狙う場という位置付けである。 
 2003年度においては、下記の通り 4回開催した。 
 
      第 1回 2003年 7月 11日（金）15:00～17:00 
      第 2回 2003年 9月 12日（金）15:00～17:30 
      第 3回 2003年 11月 20日（金）15:00～17:00 
      第 4回 2004年 1月 15日（木）10:00～12:00 
 
 なお、専門的な議論を行うため会議自体は非公開で行ったが、資料や議事要旨は「自然エネルギー促

進法」推進ネットワーク（GEN）のホームページ（http://www.jca.apc.org/~gen/）上で公開している。 
 
 以下の「整理・まとめ」は、2003年度の系統連系研究会（全 4回）における議論をもとに、「自然エ
ネルギー促進法」推進ネットワーク（GEN）において行ったものである。 
 なお本研究会の「整理・まとめ」は、前章の「新エネ利用特措法検証委員会」とは異なり、各会合別

ではなく、下記の通りテーマ別の区分による論点整理と、各々についての関連資料という構成である。 
 

Ⅰ．全体的な整理 
 1．系統連系研究会の目的と検討範囲 
 2．周波数変動に係わる課題 
 3．ローカルな系統影響に係わる課題 
 
Ⅱ．周波数変動に係わる課題 
（ア）会社関連系 
（イ）需要サイドの周波数変動問題について 
（ウ）北海道・本州間電力連系設備（北本連系設備） 
（エ）北海道電力の風力 25万 kW枠について 
（オ）系統連系の費用負担、特にインバランス費用について 
 
Ⅲ．ローカルな系統影響に係わる課題 
（ア）ローカルな系統接続の協議に関する「標準的な手続き」 
（イ）電力負担金について（実例等の整理） 
 
Ⅳ．その他 
（ア）電力自由化に係わる重要事項（優先接続および中立組織について） 
（イ）系統強化のコスト試算について 



「系統連系研究会」 2003年度報告 
 
Ⅰ．全体的な整理 
 
1．系統連系研究会の目的と検討範囲 
 
 新エネ利用特措法検証委員会で挙げられた課題の整理のなかで、「系統」については技術と制度が相

互に関連した大きな課題群であることが認識され、新エネ利用特措法とは切り離して議論できる要素が

大きいことから、「系統連系研究会」を検証委員会のワーキング・グループとして設置することとなっ

た。 
 GENとしては、「課題の解決」の前に「課題の共有」が重要であると考え、系統連系研究会では、 
・ 系統連系にともなう技術的諸問題に関して共通認識を関係者が共有すること 
・ 系統連系技術に係わる諸制度の問題にも理解を深めること 

を目的として、業界の立場を越えて専門家、技術者が広く自由に議論出来る場を目指すこととし、系統

連系研究会では、以下のような課題に分けて議論を進めた。 
・ 周波数変動に係わる課題： 

周波数調整範囲、北本連系線等会社間連系線の活用、北電 25万ｋｗ問題、風車側での安定化
対策による導入量の拡大等について 

・ ローカルな系統影響に係わる課題 
送電線増強、連系協議問題、協議手順、電力負担金等について 

・ 系統利用のルールや費用負担に係わる課題 
優先接続、インバランス費用（初期投資、運用）、電力自由化、中立機関等 

 
2．周波数変動に係わる課題 
 
（系統への影響全般） 
・ 風力発電が系統に与える影響としては、(1)電圧変動（電圧フリッカ）や高調波（基本波形の整数倍
の周波数成分による波形の歪み）などのローカルな影響、(2)供給と負荷のアンバランスに起因して系
統全体に生じる周波数変動、そして(3)全系崩壊・大停電につながるような大規模な系統攪乱の３つに
分けて考えることができる 
¾ この中で、風力発電による影響は前２者が中心になると思われる 

・ 系統の周波数は、50ヘルツないしは 60ヘルツ±0.2ヘルツ（北海道電力は±0.3ヘルツ）に管理さ
れ、主に需要の変動によって生じる周波数への影響に対応して、それぞれ系統のもつ「周波数調整電

源」が系統全体の周波数を調整するように作動する 
¾ 「周波数調整電源」には、(1)数秒から数分程度のもっとも短周期の変動に対応するガバナフ
リー制御（各発電機の調速機による自動的な応答）、(2)数分から十数分の需給ミスマッチに対
応する負荷周波数制御（Load Frequency Control；LFC）＝調速機の設定変更、(3)より長周
期の変動に対応する給電指令の３つがある 

・ したがって、風力発電を系統連系した場合の周波数調整も、それぞれ系統の周波数調整力の範囲内

で行われることになる 
¾ ただし、周波数の影響はすべての需要と供給のミスマッチの合成であるため、風力発電の影

響と需要側の変動による影響とを明確に区分することは困難である 
・ 系統の周波数調整力は系統の負荷特性や系統規模等で決まる系統周波数特性定数および保有する調



整電源の大きさで定まる 
・ 調整電源のうちＬＦＣの容量は概ね総需要の±1～2％程度が確保され定格出力の±５％程度を制御
範囲にしている（東電の例） 
つまり、通常大きな系統であれば、需要変動に対して裕度の高い調整能力をもっており、一般に受け入

れられる風力発電容量は大きい。さらに会社間連系を活用すれば地域による需要変動の差分によって、

より大きな風力発電を受け入れる裕度が増す。 
 
（周波数調整と風力導入量） 
・ 現在、沖縄電力を除く 9電力会社が会社間連系をしている 

¾ ただし、北海道と東北間は直流による連系、東京と中部間は 50/60 周波数変換所を挟んでい
るため、周波数変動に関してはそれぞれの「ブロック」（北海道、東北＋東京、中部以西）が

独立している 
¾ しかし、それぞれ一定容量を「自動周波数制御」（Automatic Frequency Control；ＡＦＣ）
に割り当てて、相互に周波数調整を可能としている 

・ 各電力会社は自社の周波数調整力が許容する範囲内で風力発電を導入するとしているが、現時点で

「周波数調整」で明示的な導入限界を提示しているのは、北海道電力のみである。 
¾ 一社単独系統では風力導入が困難な場合でも二社連系すれば系統容量が増大して周波数調整

力が増えるため風力導入が可能になる 
¾ いま連系線の送電能力を閑却して両社で一括して需給調整をするとすれば風力の導入可能量

は両社の合計量になると考えられる 
¾ 風力発電が集中している東北電力は、原理的に、東京電力と一体の系統容量（最大負荷約 7500
万 kW、最低負荷約 3000万 kW）で周波数調整を考えることが可能であるため、ここ当面の
制約は考えにくい 

¾ 各社の系統規模と風力資源がアンバランスな場合に会社間連系をすれば風力資源を無駄なく

合計の連系可能量いっぱいまで導入量を増やすることが出来る 
従来からの慣習や経営面・制度面からの課題もあるものの、技術可能性からははるかに合理的である。 
 
（電力会社の会社間連系の考え方） 
・ 電力会社は自社系統内で発生する負荷変動をそれぞれ自社内で処理することを前提で系統を構成し、

各電力会社間の連系線は予備力削減、電源の効率的運用などの限定的役割にとどめている。 
・ 自社内での需給安定を第一義とした経緯から串形系統を形成し、かつ連系線の運用においても緊急

時の目的に備え常時空きを確保している（とくに北本～後述） 
・ 現状の電力会社間の融通や連系線運用協定には、風力発電の導入可能性を拡大するために、周波数

調整用の AFC容量を拡大する考えはない。 
¾ しかし、現状、電力会社間で相互に用いた AFCに関しては、使用料金の取り決めも使用量そ
のものの管理もかく、伝統的な互恵主義の中に埋もれている。 

¾ 望ましい姿としては、一般の電力需給における AFCについても費用を明示し、その負担ルー
ルを明確にした上で、風力発電に起因する AFCの費用負担もルールを検討することが望まれ
る。 

・ 会社間連系線のあり方は電力自由化議論の柱として中立機関の組織的検討が進められる予定であり

風力発電の利用についても十分検討されることが望ましい 
 
 
 



3．ローカルな系統影響に係わる課題 
 
・ ローカルな系統影響に係わる課題については、参加者による自由な意見交換の中で以下のような具

体的な論点が提出された。 
¾ 電圧変動の面から系統接続点が制約されること 
¾ 系統連系に係わる情報がないために合理的な開発計画ができないこと 
¾ 電力会社の購入計画が年度毎の発表で長期を見通した事業が難しいこと 
¾ 連系協議や契約交渉に公平・対等性が確保されていないこと 

・ これを踏まえて、自然エネルギー（とりわけ風力発電）をめぐる制度的・手続き的な課題の構造を

下表のように整理した（とくに下表の網掛け部分）。その中で、系統連系協議の手続き（下表の太枠

内）は、風力発電事業者と電力会社との間で自主的な取り決めによって改善しうる項目であることか

ら、別紙の「系統連系協議の標準的な手続き」の提案（後出、Ⅲ.の（ア）参照）によって、風力発
電事業者および電力会社の双方ともに合理的であって、社会的にも透明・公正な連系手続きが進めら

れることを期待することとした。 
 
＜表＞自然エネルギー（とりわけ風力発電）をめぐる制度的・手続き的な課題の構造の整理 
 

 電力量関連 系統関連 その他 
制度・政策による検

討や措置が必要なも

の 

【制度選択】 
固定価格（FIT）か、固定枠
（RPS）か 
【新エネ利用特措法改善】 
利用目標,金融リスクの軽減
など 

【優先接続・接続解放】 
風力発電など自然エネルギ

ー電力に対する系統利用開

放のルール化と、優先給電指 
令など適切な優遇措置の検

討 
【インバランス費用】 
風力発電など変動型の自然

エネルギーによる系統負荷

の費用負担ルール化 

・ 補助金 
・ 加速償却 
・ 免税/減税 
など 

制度・政策と自主的

措置がミックスして

いる要素 

【公募･選定方式】 
入札／抽選もしくは随意契

約の選択 
【電気部分の価格】 
｢焚き減らし価格｣の考え方

と算定方法 

【負担金工事の社会化】 
系統増強費用の託送料金へ

の上乗せなど 
【第３者機関】 
中立機関における検討 

系統連系技術要

件ガイドライン 
 
 

自主的な措置 【グリーン電力】 
電力会社等によるグリーン

電力(基金、証書) 

【系統連系手続き】 
・ 前提～説明責任 
・ 協議 
・ 適合性の検証 
・ 費用の負担 
・ 情報の開示 
・ （第３者機関） 
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1

KRI 1

１ 問題点と原因

出力変動 需要変動

需給バランス

周波数変動

潮流変動

電圧変動・フリッカ

連系線容量

風量風速変化

ｱｲﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
（単独運転）

系統擾乱

全系崩壊・大停電

事故

系統連系

家電では小影響

他の分散電源

一部需要家に影響

原因

問題（結果）

大規模問題
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風力発電事業者からみた系統連系に係わる課題 

 
1. 優先接続の原則の確認 
物理的あるいは経済的に不可能でない限り、事業者からの接続申し入れを拒否するこ

とはできない、とする原則。但し、接続に要する費用は徴収することが出来る。 
 

2. 電力会社の現有設備の弾力的・現実的な運用 
現在、日本における連系可能容量は、①電力需要が最低(最低負荷)であり且つ②調整電
源、送電線の予備回線等バックアップ設備も使用できない状態で③風力発電設備は最

高出力（定格）で運転されることを前提に算出されている。但し、このような状態は

極めて稀な状況であり、バックアップ設備は常時使用可能な前提での算定を行うべき

と考える。 
 

3. 風資源が豊富な地域での送電網の強化拡充 
日本の風資源は偏在しており、且つ電力の需要地からは遠隔地に在ることが多いこと

から、風資源と事業立地条件を考慮した送電網の強化が連系容量増大への大きな一歩

となる。 
 

4. 電力会社間の連系線の強化拡充と弾力的な運用 
日本の電力会社は会社毎に独立した系統管理と運用を行っており、周波数などの調整

も電力会社単位で完結することが原則である。又、欧米諸国とは異なり、実態として

も北海道に代表されるように、隣接する電力会社に周波数調整などを依存しにくい系

統システムとなっている。 
従って、電力会社間の連系設備を強化し、更に複数の電力会社が系統の運用を協調し

て実施すれば、連系可能容量は大きく改善されると考える。 
＊因みに上記の 3. と 4. にかかわる費用が 5000 億円として、日本の総販売電力量は
昨年度で 8,415億 kWhであり、これを全額電気料金に転嫁した場合の影響は、１年
kWh当たり 0.6円(60銭)となる。 

 
5. 環境の整備 

1) 事業者と電力会社との系統連系に関する協議のプロセスや期間を明示した透明性
の高い明確なルールが設定されるべきである(第三者機関による調整・裁定機能を
含む)。 

2) 系統のインピーダンスマップや運用潮流など、最低限の系統情報を開示すべきと考
える。これにより事業者は、事前にある程度事業計画の実現性を判断できる。 

3)電気事業法など、関連する諸法規の規制緩和を進めるべきと考える。 
以上 
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系統連携に関する現状（制度・技術）などにつき改善すべきと考えている点 

 
1. 制度面 
¾ 9 電力による地域独占の弊害、発送電一体の弊害（くし型配線の弊害排
除） 

¾ 家庭向け 100Vの弊害・50Hz、60Hz問題 
¾ 電力負担金の透明性について 
 

2. 技術面 
¾ 系統連携の能力的な問題があり、一定以上の風力発電を受け入れられな

いとの電力会社の説明の技術的背景が全く不明（例：北海道電力では当

社設備容量の約 3％が限度との説明） 
¾ くし型配線の弊害 
¾ 最大電力値データーの計測法（現状 200mScecを例えば数秒に出来ない
か）。風力発電機の高負荷運転時の系統遮断による停止頻度が少なくな

り、発電量の増加、発電機への負担軽減が期待できる。 
 
他に多々あるも、重複すると思うので、省略。 
 

以上 
 



Ⅱ．周波数変動に係わる課題 

 

（ア）会社関連系 

 
（系統の周波数調整全般） 
・ 風力発電の系統連系はその出力特性から系統の周波数調整力の範囲内で行われる。 
・ 系統の周波数調整力は系統の負荷特性や系統規模等で決まる系統周波数特性定数および保有する調

整電源の大きさで定まる。 
・ 調整電源には数秒から数分程度の変動に対応するガバナフリーと数分から十数分の変化に対応する

LFC（Load Frequency Control、負荷周波数制御）が風力発電の周波数変動に関係深い。 
・ 調整電源のうち LFC の容量は概ね総需要の±1～2％程度が確保され定格出力の±５％程度を制御
範囲にしている（東電の例）。 

 
 つまり、通常大きな系統であれば大きな風力発電を受け入れる能力があると言える。 
 
（会社間連系と風力導入量） 
・ 各電力会社は自社の周波数調整力が許容する範囲以下でかつ諸条件を付けて風力発電を購入してい

る。 
・ 現在 50/60Hz周波数変換所を挟み 9電力会社が会社間連系をしている。 
・ 一社単独系統では風力導入が困難な場合でも二社連系すれば系統容量が増大して周波数調整力が増

えるため風力導入が可能になる。 
・ いま連系線の送電能力を閑却して両社で一括して需給調整をするとすれば風力の導入可能量は両社

の合計量になると考えられる。 
 
 各社の系統規模と風力資源がアンバランスな場合に会社間連系をすれば風力資源を無駄なく合計の

連系可能量いっぱいまで導入量を増やすることが出来る。 
 技術可能性という意味ではこのように考えられるが、現状では技術面以外の制度面・経営面・費用負

担などにおいて課題がある。 
 
（電力会社の会社間連系の考え方） 
・ 電力会社は自社系統内で発生する負荷変動をそれぞれ自社内で処理することを前提で系統を構成し

ており、会社間連系線は予備力の抑制や電源の効率的運用などの限定的な役割としている。 
・ 自社内での需給安定を第一義とした経緯から串形系統を形成し、かつ連系線の運用においても緊急

時の目的に備え常時空きを確保している（例えば北本連系線）。 
・ 現状の電力会社間の融通や連系線運用協定には風力の周波数調整のための電力流通は念頭にはない。

料金の決めもない。制度的な整備が出来ないと会社間連系線の利用拡大は困難である。 
・ 会社間連系線のあり方は電力自由化議論の柱として中立機関の組織的検討が進められる予定であり

風力発電の利用についても十分検討されることが望ましい。 



1

15 9 12

2

1.

2.

3.



3

4

•

• 0.2Hz

• %

H14/3/5 5



5

*

H14/3/5 5

6

•

•

1

m
H

z)



7

0

20

40

60

80

100

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

Norway(2000/12/12)

TEPCO(2000/8/3)

California
ISO(2000/8/1)

PJM(2000/8/1)

7.7%/hr

4.2%/hr

14.8%/hr

6.4%/hr

( 1,760 kW)

( 4,340 kW)

( 5,930 kW)

( 4,050 kW)

8

•
0.2Hz 0.3Hz

•
0.2Hz

1

59.79Hz1:08H5/5/14

60.25Hz22:49H5/4/4

59.73Hz8:36H5/3/28

60.27Hz0:17H5/3/28

60.21Hz12:05H5/2/16

( :H4/4 H5/5)



9

(

•

•

•

•

•

12

1 5 50Hz 0.5 2.5Hz 

12 7

10

60 0.2Hz

50 0.2Hz

50 0.3Hz

50 0.04Hz 90%
50 0.06Hz 99%

(UCTE)

0.018Hz 0.0228Hz
(ERCOT) 0.020Hz
0.0212Hz

(NERC)

14 3



11

•

•
•

2001 11

H14/3/5 5

12

*
*

H14/3/5 5



13

500kV
275kV 154kV 66kV 6.6kV

100V/200V

(*) (*) (*)

(*)

• 発電機と流通設備が一体となって需要家の電圧
を維持

(*) (*)

H14/3/5 5

14

•
•

– 2 3%

kW

0 10 20 30 40 50 1000
20
40
60
80

100

120

400

50 V

100 V

6.6 7.7
V 15.4 V

18.7 V

27.5 V

V

H14/3/5 5



15

16

LNG



17

ELD

1

5%

LFC

18

G1 G2 G3

AB

G G

LOLP( <0.3 /



19

10
•

10•
•

•
•
•

14 11

20

LFC
•

•
LFC

P [MW]

• LFC 1 2%

•

2)(bPaPLFC +±＝保有目標量(MW)

14 3



21

))((1
wLLG

K
F ∆+∆−∆=∆

∆F:

K

∆G:

∆L: ∆Lw

∆Lw

• ∆G

• ∆Lw

22

(H12/11)

… …… …



23

24

•
–
–
–

•

–

–



25

•

System A
:50MW

:75MW

System B
:40MW

:60MW

0 5 10 15 20 25 30

[MW]

[
]

Reliability Evaluation of Power 
System PLENUM PRESS

10-2

10-3

10-4

10-5

H14/3/5 5

26

1959年 ・大型水力である電源開発田子倉発電所、東北電力本名発電所の開発に伴い、
東北電力・東京電力・電源開発３社の275kV送電線が導入されたのを機に、
東北電力・東京電力間の275kV連系運用開始。

1960年 ・中部電力・関西電力が275kVで連系運用開始。

1962年 ・中国電力・九州電力が、新関門幹線の220kV昇圧を機に連系運用開始。
・220kV中国・四国連系線の完成により、中国電力・四国電力間が連系運用開
始。

1964年 ・北陸電力・関西電力が、275kV連系運用開始。これで、60Hz全系統の連系
運用系統が完成。

1965年 ・電源開発が静岡県佐久間に水銀整流器を用いた周波数変換所を新設。50Hz
と60Hz系統間の連系運用が実現。

1979年 ・津軽海峡横断部分を含む北海道・本州間が、直流125kV方式で連系運用開
始（現在は250kV）。これで、沖縄電力を除く全電力系統の連系運用が完了。

　以降も逐次連系能力の拡大が図られている。例えば東京電力と東北電力間では、
1995年に500kV連系運用が開始され、連系送電能力が飛躍的に増大。また、近畿-四国
間では、関西と四国の連系を強化するため、2000年に紀伊水道直流連系設備が直流
±250kV方式で運開した。
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７月２日事故の概要７月２日事故の概要７月２日事故の概要７月２日事故の概要

500 kV

345～230 kV

カリフォルニアカリフォルニアカリフォルニアカリフォルニア

モンタナ
アイダホ

ワイオミング

コロラド

ネバダ

ユタ

ニューメキシコアリゾナ

ＧＧＧＧ

180180180180万万万万kWkWkWkW

440440440440万万万万kWkWkWkW

290290290290万万万万kWkWkWkW

１１１１
２２２２

３３３３

４４４４

発生時間：発生時間：発生時間：発生時間：13131313時時時時24242424分（現地時間）分（現地時間）分（現地時間）分（現地時間）
停電戸数：約停電戸数：約停電戸数：約停電戸数：約200200200200万戸万戸万戸万戸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　((((約１２００万約１２００万約１２００万約１２００万kW)kW)kW)kW)
停電時間：数分～６時間余り停電時間：数分～６時間余り停電時間：数分～６時間余り停電時間：数分～６時間余り
気気気気 温：西部地域全般に高気温温：西部地域全般に高気温温：西部地域全般に高気温温：西部地域全般に高気温

[[[[事故の経過事故の経過事故の経過事故の経過]]]]

①①①①345345345345kVkVkVkV送電線２回線停止送電線２回線停止送電線２回線停止送電線２回線停止((((樹木接樹木接樹木接樹木接

触、保護リレー誤動作による）触、保護リレー誤動作による）触、保護リレー誤動作による）触、保護リレー誤動作による）

②保護装置により発電機停止②保護装置により発電機停止②保護装置により発電機停止②保護装置により発電機停止

③潮流回り込みによるオレゴン③潮流回り込みによるオレゴン③潮流回り込みによるオレゴン③潮流回り込みによるオレゴン

　南部～アイダホ南部で電圧低下　南部～アイダホ南部で電圧低下　南部～アイダホ南部で電圧低下　南部～アイダホ南部で電圧低下

④④④④500500500500kVkVkVkVﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾀｰﾀｲ分断ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾀｰﾀｲ分断ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾀｰﾀｲ分断ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾀｰﾀｲ分断

⑤西部系統が５つに分離⑤西部系統が５つに分離⑤西部系統が５つに分離⑤西部系統が５つに分離

⑥周波数低下による負荷しゃ断⑥周波数低下による負荷しゃ断⑥周波数低下による負荷しゃ断⑥周波数低下による負荷しゃ断

カスケーディングの例
(1996/7/2 米国西部系統停電事故)
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（イ）需要サイドの周波数変動問題について 
 
○需要側の周波数変動許容値の解釈 
 
1．明白にならない需要家影響の疑問点 
以下のように「周波数変動を抑制しなければならない」という一般論に対して現実の技術的問題が明

らかではなく、技術的に納得できるデータや理論検証がなされていない。 
＜一般に説明されている根拠＞ 

(1) 比較的定量的な説明 
① 電動機、制御装置、計算機等の動作保証範囲は概ね基準周波数の 1～５％である。 
② 電機の動作保証変動範囲は定格周波数の±５％程度である。 
③ 工作機械の機器動作上の変動許容範囲は±1Hz以内である。 

  ④ 鉄鋼業界および通信機械業界では大きな影響がない。 
＊ http://www.jnc.go.jp/park/q-a/sin/44.html より。 

  ⑤ 繊維会社の製品ムラ発生説明や周波数変動が±0.2Hzを超えた時の需要家問合わせの説明。 
    ＊ 電気共同研究第 55巻第 3号「電力品質に関する動向と将来展望」（資料） 
 (2) 定性的な理由説明 
‐ 化学繊維の糸切れ・太さムラ、製紙の紙切れ・裁断寸法の狂い等が発生する。 
‐ 石油の不純物が除去されない、焼入れ・溶接・切削など品質に影響する。 
（資料参照） 
＜定量的解析の例＞ 
前記 URL の Q&A の質問において『風力発電を大幅に導入すると、電気の周波数の変動が大きくな
り、社会的な問題になると言われ・・・』の文言があるが、一般需要家（家庭）においては、中部電力

による研究成果「単体機器（家電機器）の負荷特性の調査」があり、以下の結果が報告されている。 
① 家庭全体ではインバータ普及により定電力特性に近づいている。 
② そのため「電圧安定性が厳しくなる方向にある」 
③ 周波数を 60±4Hzで変動させた結果、機器停止のような大きな変化はなく、周波数変化に対して
電力はリニアな特性をもつ。 
この研究は、系統安定度解析のための負荷側からのミクロな解析であり、「電圧安定性が厳しく周波数

特性は小さくなる方向」と結論付けているが、データを需要家から解釈すれば、家庭用電気機器におい

てはインバータを介した周波数制御や電力制御が行われているので、供給電力の周波数変動が相当（数

Hz以下）生じても家庭における『社会的問題』はほとんどないと解釈できるのではないか。 
一方、産業界における(1)-⑤に該当する定量的解析事例は見られない。（資料参照） 
 
2．発電設備・系統運用における周波数変動の問題・重要性に関する情報 
 需要家影響が定性的に説明される一方、電力会社における発電機やタービンの周波数＝回転数変動の
技術的問題、送配電線路機器の周波数特性の問題等に関する説明が一般に対して十分になされていると

はいえない。 





（ウ）北海道・本州間電力連系設備（北本連系設備） 
 
1．北本連系設備の目的 

1） 緊急融通を可能とすることで、緊急時に対する供給信頼度を向上させること 
2） 予備力の節減、経済融通による経済性向上 
3） AFC制御による周波数調整（主に北海道電力側の電力品質向上） 

 
2．建設および運転 
 1979年容量 15万 kW運転開始、1980年 30万 kWへ、1993年容量 60万 kWへ  
 建設費は北海道、東北、東京の 3電力会社の負担、Ｊパワー（電源開発）が建設し保有 
 
3．北本連系の使用現況（電力の経済融通） 
・ 運用はＪパワーが 4社の協定に基づき給電指令に従って実施。 
・ 使用料金は、経済融通に対して 1.63円／kWh。AFCは料金徴収をしていない。 
・ 中央電力協議会が公表している北本連系の空き容量は以下の通りであるが、現実の「空き容量」

と比較すると、過小すぎるように思われる。 
－北流（東北→北海道）：余力なし 
－南流（北海道→東北）：10万ｋｗ程度 
・ 電力会社間の融通計画 
 2003 年は東京電力向けに緊急応援的な融通実績があったが、そのケースを除くと計画的融
通はない、いつも「救急車用」に空けてある状況であり、社会資本の使用状況としては必ずし

も効率的とはいえないように思われる。 
 
4．北本連携設備の AFC機能 

1） 平常時に使われる現行の AFC機能 
運転維持に必要な最低電力は変換設備容量の 10％3万 kw、ベース潮流零の場合両極に 3万
kwを還流させる運用をしているため平常時 AFC調整巾は±6万 kwである。 
現時点では、北海道電力と東北電力が相互に利用している状況であるが、料金徴収をしてい

ない。 
2） AFC調整巾の拡大 
交直変換の際に無効電力が変動するため大規模に AFC 調整をするにはＳＶＣ等無効電力を
連続的に補償する設備を追加する必要がある、なお北電はその際に事故時の緊急必要融通量

を確保出来ない恐れがあるともしているが、十分に対応可能であると考えられるため、説得

力のある説明ではない。 
3)  緊急時 AFC機能 

直流送電は潮流の制御速度が極めて速いことから、両系統の突発的な事故などによる周波数

変動に対して瞬時に電力を融通して事故系統の周波数回復をはかる機能を備えることとし

ているが、これも十分に対応可能であると考えられるため、説得力のある説明ではない。 



北海道・本州間電力連系設備について（メモ

 
１．設備の概要 
 北海道と本州を直流で結ぶ唯一の送電設備。 
（詳細は添付パンフレットの通り。） 
 
２．連系容量および時期 
 １９７９年 運転開始 容量 15万 kW（単極 125kV、1200A）
 １９８０年 容量 30万 kWへ増設（単極 250kV、1200A）…
 １９９３年 容量 60万 kWへ増設（双極 250kV、1200A）…
 
３．北本設備の AFC（自動周波数制御）機能 
 北本設備は周波数制御のために、以下の２つの機能を備えてい

 
（１）平常時 AFC機能 
・ 両系統の周波数を入力として最適な調整電力を演算し、これ

運転電力値に加算することで北本連系設備の潮流制御を行い

の安定化を図っている。 
・ 設定されたバンド幅（±15MW～±60MW）の範囲内で常時
・ また、平常時 AFC 機能をより有効活用するために、融通電
には、第１極と第２極を逆方向の最小電力運転として、合計

力を０にした状態で、平常時 AFC運転を行っている。 
 
（２）緊急時 AFC機能 
・ 直流送電は潮流の制御速度が極めて早いことから、両系統の

発的な事故などによる周波数の変動に対応して、瞬時に電力

故系統の周波数を効果的に回復させる機能。 
・ 同様の機能は新信濃周波数変換設備など国内の直流連系設

ている。 
 

 
 

平成 15年 7月 11日
東京電力（株）岡本
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以 上 



北本連系に関するご質問への回答 

 
Ｑ１．北本連系の所有と運営はどのような体制・ルールなのか（

定はどのような場でどのように行われるか） 
 
所有：電源開発株式会社 
運営：費用負担会社である北海道電力・東北電力・東京電力，設

会社である電源開発の４社間での協議により，意思決定を

っています。 
参考：融通に関する連絡は東地域連絡指令所より電源開発中央給

達される。北本連系設備の両変換所（函館変換所，上北変

は電源開発北地域制御所（北海道）が行っている。 
 
Ｑ２．北本連系の利用料について 
 
北本連系設備については北海道電力もしくは東北電力のネット

した「振替供給(*)」を通じて、一般電気事業者および特定規模電
用することになりますが、その際の利用料に相当する「北本連系

金」は現行 1円 63銭/kWhとなっています。 
 
(*) 振替供給とは、ある電力会社の電力ネットワーク（使用する権
備を含みます。）を利用して契約者から、当該電力会社以外の一般

は特定規模電気事業 の用に供するための電気を受電し、同時に、
場所以外の会社間連系点において、当該契約者にその受電した電

する量の電気を供給することをいいます。 
 
Ｑ３．北本連系の AFC容量とされる６万 kWを増やすことはでき
 
ＡＦＣ拡大に伴う各種の系統対策検討を実施しておりませんの

て責任ある回答はいたしかねます。 

技術面では、ＡＦＣ幅を拡大する場合、直流送電設備の送電電

大きく変動させることになるため、これに伴い交直変換設備の無

大きく変動し、結果として連系点近傍の交流電圧変動が大きくな

変動の拡大は連系点近傍の系統における電力品質の悪化をもたら

換設備では連系点の電圧の変動が大きくなると、転流失敗という

 1
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運転がストップすることもありますので、ＡＦＣ幅拡大のために例えばＳＶＣ

という無効電力を高速で出し入れする設備を設置して、電圧変動を抑制するな

どの系統対策が必要になると思われます。 

 
Ｑ４．北本連系の増設・増容量をすることは可能か。可能であるとすれば、誰

がどのように意思決定し、どの程度の費用を要するか 
 
 まず、増設・増容量の技術的可否・費用についてですが、当社として増設・

増容量のフィージビリティスタディやコスト試算を実施しておりませんので、

増設・増容量の技術的可否や費用に関して、責任有る回答はいたしかねますが、

新エネ部会・電力系統影響評価検討小委の報告には、30万 kWの増設について
600～900億円程度が必要との試算結果が記載されています。 
 
次に、増設・増容量の意思決定についてですが、平成 5 年 3 月に北本連系設
備を 30万 kWから 60万 kWに増設した際の意思決定は、電気事業法第 28条
の広域運営の考え方のもと、ニーズ元（＝費用負担会社）である電力会社（北

海道電力、東北電力、東京電力）と設備所有・運用会社である電源開発の協議

により行われております。 
 

以 上 
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（エ）北海道電力の風力 25 万 kW枠について 

 
１．北海道電力の現状認識と特異性 
 
① 大電力需要が札幌・旭川の都市部、道央道南の都市部、工業地域に集中している。 
② 好風況地域は、電力需要地域から遠隔であること。（一般的傾向） 
③ 典型的なくし型電力系統であり、末端の送配電容量や送配電設備容量が小さい。 
④ 電力会社間の需給融通のための連系線が北本直流連系のみであること。 
⑤ 出力調整の容易なガスタービン発電設備等の占める割合が他社に比較して少ないこと。 
⑥ 需要ピークは、冬場の夜間である。 
⑦ 遊休地が多く、旧国鉄廃線跡などに系統連系地中送電線埋設などの可能性がある。 
⑧ バイオマスや冷熱等多様な分散エネルギーや電力蓄積試験施設の検討・実績があり風力発電と相互
補完運用の可能性が高い。 
⑩ 系統網が比較的簡易でありモデルケースとしての解析が比較的容易であると推測される。  
 
２．25万ｋW枠について 
 
 北海道電力は、下記のシミュレーションと分析を行った。最終的に 25万ｋWが風力発電設備連系量容
量の限界と結論付けた。 
① 北電の分析とシミュレーション内容 
（ⅰ）12箇所約 13万 kWの風力発電データを実測と推測で 15万ｋW検証データとした。 
（ⅱ）出力変動を“NEDOの安定化等調査の分析方法に従い”連系量 15ｋWに対する 

5分から 24時間の評価時間ごとの分析を 11月～3月に実施。 
（ⅲ）連系量を 15万 kWから 5万 kWずつ増加させた短期周波数変動シミュレーション。 
（ⅳ）火力ユニット出力調整を模擬したプログラムでの長周期需給シミュレーション。 
② それぞれのシミュレーションに対応する北電の結論 
（ⅰ）3600秒期間の風力発電出力変動をプレスリリースに記載。 
（ⅱ）11月～3月の間『出力最小値が零であるので風力発電は他の発電所の代替にはならず火力発電
所の燃料削減にしかならない』と結論。 

（ⅲ）風力発電設備連系容量が 25万 kWになると周波数偏差運用目標値±0.3Hz を超えるので『連
系量は 25万 kW程度が限界』 

（ⅳ）『30万 kWで調整力不足が生じる場合があるので、25万 kWが限界。』 
 
３．明白でない事項と疑問点 
 
① 周波数変動運用目標値±0.3Hzの運用側および需要家側の技術的根拠と具体的データ。 
  ‐ タービン等の共振周波数などの発電設備における技術的諸問題。 
‐ 需要家に対する電力品質が生産品の品質等に及ぼす影響と実データ。（別途（イ）参照） 
② 1-⑤に関連した出力調整方法や調整用発電所などの情報が開示されていない。 
③ 現状の風力発電出力に対する北電の需給調整作業の実データが開示されていない。 
④ 11～3月間の 18～21時が北電のピーク需要と思われるが、そのデータやシミュレーションの根拠と
した需要データが明らかにされていない。 
⑤ NEDO報告書では、風況分析や測定データが豊富だがシミュレーション手法が明白ではない。 
⑥ 単独風力発電（蓄積設備、他の分散電源を含まない）のみに限定した解析と結論である。 



＜北海道電力ホームページより＞ 
 
●風力発電の受け入れ枠１５万ｋＷの技術検証結果について(H14.8.28) 
  
 当社は、風力発電について、電力品質を維持しお客さまにご迷惑をかけない範囲でどこまで電力系統

（ネットワーク）に連系可能かを見極めるため、平成１３年度までの受け入れ枠を１５万ｋＷ程度と定

め、技術的な検証を行ってまいりました。  このたび、技術検証結果として、当社における風力発電
の連系可能量は ２５万ｋＷ（約１０万ｋＷ増）となりましたのでお知らせいたします。 
 技術検証の概要としては、平成１３年１１月から平成１４年３月の当社ネットワークに接続した風力

発電のデータから、ＮＥＤＯ（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の「風力発電電力系統安定化等

調査」の報告内容及び検証手法に基づき、１５万ｋＷの風力発電の出力変動分析と１５万ｋＷ及びさら

に増加させた場合の、・ 出力変動が周波数に与える影響（短周期周波数シミュレーション）・ 出力変動
が需給計画，運用面に与える影響（長周期需給シミュレーション）について各々シミュレーションを実

施し、連系可能量の評価を行いました。（詳細はこちら（このページ最下段および次ページ）をご参照

願います。） 
 今後、この検証結果を踏まえて、新たな風力発電の募集方法、連系条件等についての検討を進めて参

ります。 
以 上 

 
(お問い合わせ先) 北海道電力株式会社広報部報道グループ 電話(０１１)２５１―４０７６(直通) 

 
 
●NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の「風力発電電力系統安定化等調査」について（概要） 

 
 総合資源エネルギー調査会・新エネルギー部会・電力系統影響評価検討小委員会における答申を受け、

風力発電大量導入時の出力変動の様相及び電力システムへの影響などについて、平成１２年度と１３年

度にＮＥＤＯが実施した調査である。 
 調査内容は、北海道全域を対象として、１６サイトに設置した３０本の観測ポストにおいて、風況観

測を平成１２年１２月から平成１３年１１月の１年間実施した。この観測結果から、風況分析と、風速

から風力発電出力への変換を行い電力系統に与える影響を調査した。 
 また、本調査では、風力発電の出力変動分析、系統に与える影響の検証手法なども調査されている。 
＜調査結果の概要＞ 
（1)風力発電の出力変動 
・低気圧通過時などは全域で大きな変動が見られる。 
・季節毎の変動では冬期が夏期に比べ多少大きいが、１日の変動では季節による差は小さい。 
・代表的な風力発電出力を用いて、ウィンドファームの合計出力を推定する手法を提案した、など。  
(2)大量導入時の風力発電出力変動  
・風車の地理的な分布が変わらないとすれば、風力発電出力変動は総設備容量にほぼ比例する、など。 
(3)系統に与える影響 
・周波数への影響度合は常時の需要変動と風力発電の変動との相対関係で異なる。 
・風力発電出力変動のうち長周期の大幅な出力変動は、系統に与える影響が大きい、など。 
 
 
●風力発電電力系統連系１５万ｋＷの技術検証結果について 
  
 当社電力系統への風力発電設備連系量の増大に伴い，風力の出力変動による周波数などの電力品質へ

の影響が懸念されることから，当社は当面の受け入れ量を１５万ｋＷとして技術的な検証を実施してき

た。技術検証は，平成１３年１１月～平成１４年３月の連系風力の発電出力データから，ＮＥＤＯの「風

力発電電力系統安定化等調査」の報告内容及び手法に基づき出力変動分析とシミュレーションを実施し，

電力品質への影響と連系量の評価を行った。                    →次ページへ 
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北海道電力は、昨年２００２年８月２８日のﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽで、基本的にＮＥＤＯの調
査プロジェクト「風力発電電力系統安定化等調査」をもとにして、現状の１５万ｋ
Ｗ風力発電設備の出力変動や短期周波数変動、長周期需給ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行っ
た結果、風力発電設備の連系量限界が、２５万ｋＷであると発表した。

おもに以下の２点を理由としている。

－ 風力発電設備容量２５万ｋＷで、系統の周波数変動が

運用目標値の±０.３Ｈｚを超えてしまう。

－ 連系量３０万ｋＷで、調整能力が不足する。

25万ｋＷ制限の理由（北電）

「北海道電力の風力発電制限２５万ｋＷについて」
中村和人 ㈱ＫＲＩ　　2003/9/12

（＊当日配布されたこの資料には、北海道電力発表資料等からの引用の資料・図面が含まれていましたが、直　
　　　前の2ページの資料と重複するものなどは、一部省略しています。）

ＫＲＩ 3

25万kW制限の検証について

Ａ３－１枚のデータを添付したプレスにより、詳細についてはＮＥＤＯ「風力発電電力系統安定
化等調査」報告書に委ねている。一方、ＮＥＤＯ報告書は、北海道を主体に調査検討した膨大
な報告書であるが、北電プレスには、

○ １５万ｋＷ風力発電の収集データについてオンラインで３秒間隔でデータ収集したとあるが

これらのデータが

一部でも公開されていない、あるいは第三者が検証可能なような形態で公開されておらず、

短周期周波数シミュレーションのところで１時間の風力発電入力変動波形として記載があるだ
けである。

○ 過去の周波数変動の実績値と解析値について報告がなく、ＮＥＤＯ手法に委ねる形で２５万
ｋＷ連系時の周波数変動を計算している。

したがって、客観的な解析の信頼性の評価が出来ない。

一般的に、数値解析では解析結果と実際値の突合せにより精度検証を行うのが常識。

周波数変動が重要であれば、なおさら解析の誤差範囲を必要とする。

また、ＮＥＤＯ報告書との対照がされておらず検証困難。
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北電として ±０.３Ｈｚ の理論的根拠が明確にされていない。

例えば、北海道内の産業構造、周波数変動に影響される産業とその調査データおよび系統の
周波数特性（負荷の周波数特性、主な発電機の周波数特性等）が明確ではない。

これらは電力セキュリティや顧客情報とは無関係と考えられ北電側が情報公開しない理由は
ないように思われ、逆に説明責任を問われる可能性もある。

○ 周波数変動幅について

２０００年７月の電力系統影響評価検討小委員会中間報告書で

「電動機や制御装置、計算機等、機器自体の動作保証範囲は、概ね基準周波数の１ ～５ ％
（50Hz 系で0.5 ～2.5Hz ）」となっている。

また核燃料サイクル機構のホームページ内Ｑ＆Ａで（ http://www.jnc.go.jp/park/q-a/sin/44.html ）

「鉄鋼業界は『周波数等変動幅が多少悪化しても特段の影響はない』」

「通信機械業界は製品について、『動作保証範囲内であれば特段の問題はない』」

「電機の動作保証変動範囲（定格周波数±５%)を超えると機器の動作が保証できない」

「工作機械の機器動作上の変動許容範囲は±１Ｈｚ以内」

周波数変動許容値について １／３

ＫＲＩ 5

これらに加えて、昨今の家電製品は、関東関西（５０／６０Ｈｚ）で部品交換の必要のあるものが殆
どないことは公知である。また、最近の家電機器はパワー一定型になっており周波数の影響を請
けにくいという報告がある。（p．7参照）

METIでは、「新エネルギーの電力系統連系が増加するにつれて電力品質が悪化し、一般需要家
へ影響を及ぼす可能性も指摘されています」 としているがその理論は成り立たないことになる。

以上を鑑みると、

少なくとも±１Ｈｚの周波数変動は問題がないとみなせるのではないか？

電源直付けのモータにせよ、機械的慣性があり、周波数の微変動がただちに回転数のジッタやト
ルクむらにつながるとは考えにくい。そのような産業では、あらかじめＣＶＣＦインバータやベクトル
制御付（トルク制御）ＶＶＶＦインバータを設けている。現実にこうしたインバータシステムは汎用化
され、廉価で量産・販売されている。

微細な鋼板厚みや線材の直径精度が必要な産業では生産設備全体が高精度のトルクベクトル
制御付の可変周波数制御システムになっている。

周波数変動許容値について ２／３
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しかしながら電力系統影響評価検討小委員会中間報告書を出所とすると思われる下記の
記述が各所で現れている。

***********************************************************************

- 周波数変動の影響として化学繊維の糸切れ、糸の太さにむらなどが発生、特に瞬間 的
な変動の影響が大きい、

- 製紙の紙切れが発生、裁断寸法が狂う等製品製造が不可能、

- アルミニウム製品の厚さにむらやばらつきが発生、

- 石油の不純物が除去されないなど一定の品質の製品ができない可能性がある、

- 自動車の焼入れ、溶接、切削等に不具合が生じ強度等品質に影響する

- これを超えると加工品の品質に影響が生じる

などの指摘があり、電気事業者に対して現在の変動幅の維持が強く求められています。
************************************************************************

* http://www.jnc.go.jp/park/q-a/sin/44.html より

が、産業別アンケート調査報告書など明確なデータが見当たらず、実態に則さないのでは
ないか？

むしろ電圧変動やフリッカ、遮断容量を問題にすべきではないのか？

周波数変動許容値について３／３
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電
力
系
統
の
安
定
度
解
析
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
の
ひ
と

つ
に
負
荷
特
性
が
あ
り
、
系
統
解
析
精
度
に
影
響
を
与
え
る
。

近
年
、
イ
ン
バ
ー
タ
を
使
用
し
た
機
器
が
増
加
す
る
傾
向
に

あ
り
、
負
荷
特
性
が
変
化
し
て
き
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
た

め
、
最
近
の
負
荷
特
性
の
実
態
を
解
明
す
る
こ
と
は
、
解
析

精
度
の
向
上
に
と
っ
て
重
要
で
あ
る
。
本
研
究
で
は
ミ
ク
ロ

な
視
点
か
ら
個
々
の
負
荷
の
単
体
特
性
を
把
握
す
る
こ
と
を

目
的
に
、
各
種
家
電
機
器
の
電
圧
や
周
波
数
変
動
時
の
諸
特

性
を
調
査
し
た
。

家
電
機
器
を
模
擬
送
電
線
装
置
に
接
続
し
、
①
電
圧
を
変

化
さ
せ
る
、
②
短
絡
故
障
を
発
生
さ
せ
る
、
③
単
独
系
統
を

作
成
し
周
波
数
を
変
化
さ
せ
る
（
56
H
z～
64
H
z：
60
±
4H
z）

な
ど
、
色
々
な
電
圧
・
周
波
数
を
与
え
た
場
合
の
家
電
機
器

の
振
る
舞
い
を
電
力
計
測
装
置
に
て
測
定
す
る
。
ま
た
、
測

定
し
た
負
荷
の
電
圧
、
周
波
数
、
電
力
の
実
効
値
か
ら
負
荷

の
特
性
定
数
を
算
出
す
る
。

（
1）
電
圧
特
性
の
調
査

電
圧
を
緩
や
か
に
変
化
さ
せ
た
と
き
の
電
圧
、
電
流
、
電

力
を
測
定
し
た
結
果
か
ら
負
荷
の
電
圧
特
性
指
数
を
算
出
し

た
。
家
電
機
器
ご
と
に
平
均
値
を
求
め
た
結
果
の
代
表
例
を

第
1図
、
及
び
、
第
1表
に
示
す
。

（
2）
周
波
数
特
性
の
調
査

模
擬
送
電
線
装
置
に
て
単
独
系
統
を
作
り
、
単
独
系
統
の

周
波
数
を
56
.0
～
64
.0
H
zの
間
で
変
化
さ
せ
て
、
家
電
機
器
が

消
費
す
る
電
力
を
電
力
計
測
装
置
に
て
測
定
し
、
周
波
数
特

性
係
数
を
算
出
し
た
。
家
電
機
器
ご
と
に
平
均
値
を
求
め
た

結
果
の
代
表
例
を
第
2図
、
及
び
、
第
2表
に
示
す
。

（
3）
健
全
運
転
可
能
範
囲
の
調
査

模
擬
送
電
線
装
置
に
て
短
絡
故
障
を
模
擬
し
、
瞬
時
電
圧

低
下
を
発
生
さ
せ
る
。
そ
の
時
の
家
電
機
器
に
流
れ
る
電
流

の
変
化
を
電
力
計
測
装
置
で
測
定
す
る
と
共
に
動
作
を
チ
ェ

ッ
ク
し
た
。
な
お
、
電
圧
低
下
時
間
は
3，
6，
9サ
イ
ク
ル
の

3種
類
と
し
、
瞬
時
電
圧
低
下
時
に
家
電
機
器
に
加
わ
る
電
圧

は
、
90
，
80
，
70
…
V
と
10
V
間
隔
で
変
化
さ
せ
た
。

調
査
結
果
の
デ
ー
タ
か
ら
家
電
機
器
の
健
全
運
転
可
能
範

囲
を
ま
と
め
た
結
果
に
つ
い
て
、
代
表
例
を
第
3表
に
示
す
。

近
年
、
家
庭
電
化
製
品
に
イ
ン
バ
ー
タ
が
用
い
ら
れ
た
機

器
の
普
及
が
進
ん
で
き
て
い
る
た
め
、
家
庭
全
体
で
の
電
圧

特
性
は
定
電
力
特
性
に
近
づ
き
、
電
圧
安
定
性
が
厳
し
く
な

る
方
向
に
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
。
ま
た
、
周
波
数
特
性
も
小

さ
く
な
る
方
向
に
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
。

家
電
機
器
に
加
え
る
周
波
数
を
56
H
z～
64
H
zと
言
う
広
範

囲
で
測
定
し
た
結
果
、
機
器
が
停
止
す
る
よ
う
な
大
き
な
変

化
は
周
波
数
特
性
に
は
存
在
し
な
い
こ
と
や
周
波
数
変
化
に

対
し
て
電
力
は
ほ
ぼ
リ
ニ
ア
な
特
性
を
持
つ
こ
と
が
分
か
っ

た
。

単
体
機
器（
家
電
機
器
）の
負
荷
特
性
の
調
査

よ
り
一
層
の
系
統
解
析
精
度
向
上
を
目
指
し
て

In
ve

st
ig

at
io

n 
in

to
 L

oa
d 

Ch
ar

ac
te

ris
tic

s 
of

 S
ta

nd
-a

lo
ne

 E
qu

ip
m

en
t (

Ho
us

eh
ol

d 
El

ec
tri

c 
Ap

pl
ia

nc
es

)
To
 fu
rth
er
 im
pr
ov
e 
th
e 
ac
cu
ra
cy
 o
f p
ow
er
 s
ys
te
m
 a
na
ly
si
s

（
電
力
技
術
研
究
所
　
シ
ス
テ
ム
G
系
統
T）

電
力
系
統
の
安
定
度
解
析
に
は
発
電
機
や
送
電
線
の
諸
定

数
と
負
荷
の
特
性
定
数
が
必
要
で
あ
る
。
負
荷
特
性
の
把
握

に
は
、
系
統
の
あ
る
地
点
か
ら
負
荷
側
を
ま
と
め
て
こ
の
応

答
を
測
る
マ
ク
ロ
な
解
析
と
、
負
荷
機
器
個
々
の
特
性
を
測

る
ミ
ク
ロ
な
解
析
が
あ
る
。
本
研
究
で
は
ミ
ク
ロ
な
視
点
か

ら
個
々
の
負
荷
の
単
体
特
性
を
把
握
す
る
こ
と
を
目
的
に
、

各
種
家
電
機
器
の
電
圧
や
周
波
数
変
動
時
の
諸
特
性
を
調
査

し
た
。

(P
ow
er
 S
ys
te
m
 T
ea
m
, 
Sy
st
em
 T
ec
hn
ol
og
y 
G
ro
up
, 
E
le
ct
ri
c 
Po
w
er

R
es
ea
rc
h 
an
d 
D
ev
el
op
m
en
t C
en
te
r)

In
 o
rd
er
 to
 p
er
fo
rm
 th
e 
st
ab
ili
ty
 a
na
ly
si
s 
of
 a
n 
el
ec
tr
ic
 p
ow
er
 s
ys
te
m
,

th
e 
va
rio
us
 c
on
st
an
ts
 o
f 
th
e 
ge
ne
ra
to
rs
 a
nd
 t
ra
ns
m
is
si
on
 l
in
es
 a
s

w
el
l a
s 
th
os
e 
of
 lo
ad
 c
ha
ra
ct
er
is
tic
s 
ar
e 
ne
ed
ed
. 
 T
he
 r
ea
liz
at
io
n 
of

lo
ad
 c
ha
ra
ct
er
is
tic
s 
ca
n 
be
 d
iv
id
ed
 i
nt
o 
m
ac
ro
sc
op
ic
 a
na
ly
si
s,
 i
n

w
hi
ch
 t
he
 r
es
po
ns
e 
of
 c
om
bi
ne
d 
lo
ad
s 
is
 m
ea
su
re
d 
fr
om
 a
 c
er
ta
in

po
in
t 
of
 t
he
 p
ow
er
 s
ys
te
m
, 
an
d 
m
ic
ro
sc
op
ic
 a
na
ly
si
s,
 i
n 
w
hi
ch
 t
he

ch
ar
ac
te
ris
tic
s 
of
 lo
ad
 e
qu
ip
m
en
t a
re
 m
ea
su
re
d 
in
di
vi
du
al
ly
.  
In
 th
is

st
ud
y,
 lo
ad
 c
ha
ra
ct
er
is
tic
s 
of
 v
ar
io
us
 h
ou
se
ho
ld
 e
le
ct
ric
 a
pp
lia
nc
es

w
ith
 r
es
pe
ct
 t
o 
vo
lta
ge
 f
lu
ct
ua
tio
n 
an
d 
fr
eq
ue
nc
y 
flu
ct
ua
tio
n 
w
er
e

in
ve
st
ig
a
te
d
 f
o
r 
th
e
 p
u
rp
o
se
 o
f 
g
ra
sp
in
g
 t
h
e
 s
ta
n
d
-a
lo
n
e

ch
ar
ac
te
ris
tic
s 
of
 i
nd
iv
id
ua
l 
lo
ad
s 
fr
om
 t
he
 m
ic
ro
sc
op
ic
 p
oi
nt
 o
f

vi
ew
.

1
研
究
の
背
景
と
目
的

研
究
の
概
要

2

調
査
の
結
果

3

ま
と
め

4
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電
力
系
統
に
お
け
る
負
荷
の
構
成
状
況
は
年
々
変
化
し
て

お
り
、
こ
れ
に
伴
っ
て
負
荷
特
性
も
変
化
し
て
い
く
と
考
え

ら
れ
る
。
そ
の
た
め
、
前
述
の
マ
ク
ロ
的
な
負
荷
特
性
の
把

握
も
現
在
行
っ
て
い
る
。
今
後
、
総
合
的
な
負
荷
特
性
の
分

析
を
継
続
的
に
行
い
な
が
ら
、
系
統
解
析
へ
の
適
用
を
図
っ

て
い
く
予
定
で
あ
る
。

執
筆
者
／
田
端
康
人

Ta
ba
ta
.Y
as
uh
it
o@
ch
ud
en
.c
o.
jp

今
後
の
展
開

5

第
1図
　
家
電
機
器
の
電
圧
特
性
(有
効
電
力
)の
一
例

第
2図
　
家
電
機
器
の
周
波
数
特
性
(有
効
電
力
)の
一
例

第
1表
　
家
電
機
器
の
電
圧
特
性

蛍
光
灯
（
イ
ン
バ
ー
タ
）
�

冷
蔵
庫
（
イ
ン
バ
ー
タ
）
�

単
相
イ
ン
バ
ー
タ
エ
ア
コ
ン
（
冷
房
）
�

単
相
非
イ
ン
バ
ー
タ
エ
ア
コ
ン
（
冷
房
）
�

電
　
　
子
　
　
レ
　
　
ン
　
　
ジ
�

白
熱
灯
（
電
気
ス
タ
ン
ド
）
 
�

オ
　
　
　
ー
　
　
　
ブ
　
　
　
ン
�

ド
ラ
イ
ヤ
ー
（
H
o
t
･
L
o
w
）
�

掃
除
機
（
中
モ
ー
ド
）
�

有
効
電
力
�

α
p

無
効
電
力
�

α
q

電
圧
特
性
指
数
�

家
電
機
器
名
称
�

0.
20
�

0.
51
�

0.
26
�

－
0.
20
�

0.
66
�

1.
54
�

2.
01
�

2.
10
�

2.
78

0.
18
�

1.
07
�

0.
94
�

0.
28
�

－
0.
52
�

0.
00
�

0.
00
�

3.
15
�

3.
99

（
注
：
P∝
Vα
p ，
Q
∝
Vα
q ）
�

第
2表
　
家
電
機
器
の
周
波
数
特
性

蛍
光
灯
（
イ
ン
バ
ー
タ
）
�

冷
蔵
庫
（
イ
ン
バ
ー
タ
）
�

単
相
イ
ン
バ
ー
タ
エ
ア
コ
ン
（
冷
房
）
�

単
相
非
イ
ン
バ
ー
タ
エ
ア
コ
ン
（
冷
房
）
�

電
　
　
子
　
　
レ
　
　
ン
　
　
ジ
�

白
熱
灯
（
電
気
ス
タ
ン
ド
）
 
�

オ
　
　
　
ー
　
　
　
ブ
　
　
　
ン
�

ド
ラ
イ
ヤ
ー
（
H
o
t
･
L
o
w
）
�

掃
除
機
（
中
モ
ー
ド
）
�

有
効
電
力
�

β
p

無
効
電
力
�

β
q

周
波
数
特
性
係
数
�

家
電
機
器
名
称
�

0.
06
�

0.
34
�

0.
17
�

2.
77
�

－
0.
08
�

－
0.
02
�

－
0.
30
�

－
0.
29
�

－
7.
41

－
0.
07
�

0.
43
�

0.
02
�

1.
22
�

0.
34
�

－
1.
58
�

0.
00
�

－
0.
05
�

－
4.
70

（
注
：
P∝
β
p･
Δ
f，
Q
∝
β
q･
Δ
f）
�

第
3表
　
家
電
機
器
の
健
全
運
転
可
能
範
囲
の
一
例
（
○
：
運
転
継
続
，
×
：
運
転
停
止
，
△
：
電
圧
復
帰
と
同
時
に
運
転
再
開
）

電
圧
低
下
時
間（
サ
イ
ク
ル
）�

非
イ
ン
バ
ー
タ
エ
ア
コ
ン（
冷
房
）�

3� ◯
�

◯
�

◯
�

×
�

×
�

×
�

6� ◯
�

◯
�

×
�

×
�

×
�

×
�
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周波数調整方法

短周期成分：ｶ ﾊ゙ ﾅ゙ ﾌﾘｰ運転＝発電機のｶ ﾊ゙ﾞ
ﾅｰ（調速機）において、発電機の入力制限
を解除した運転。

北電のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝでは、1時間＝3600秒まで
のデータが記載されているため、右記でいえ
ばｶ ﾊ゙ ﾅ゙ ﾌﾘｰ制御の数分以下の短周期成分で
の周波数変動である。

ＬＦＣ制御：中央給電指令所において系統周
波数と基準周波数の差を検出し、系統全体と
しての発電機出力制御量を設定、さらにこれ
を水力発電所及び火力発電所に配分する。
出力変動幅は、発電機出力の数％程度に制
限されている。

経済負荷配分制御：ガバナフリー運転やＡＦＣ
調整では、大きくかつ持続的な需要変動に対
応できないため、中央給電指令所において需
要予測を行い、これに応じて最適な運転出力
を計算した上、水力発電所及び火力発電所
に運転出力信号を送信する。

＊図：NEDO 「風力発電電力系統安定化等調査」報告書より
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電源脱落時の周波数変化

PGO

⊿PGO

PGO ＋⊿PG

⊿PGO

ｆｎ

ｆｎ－⊿ｆ

PLO PLO -⊿PL

G2脱落時

G2脱落後時

G２

G１

G２

G１

負荷特性

電源特性
ｆ

ｆｎ

⊿ｆ

P

⊿PL⊿PG

ｆｎ－⊿ｆ

脱落に伴う動作
点移動

PLOPGO

⊿PGO

負荷の周波数特性KL、電源（発電機）の周波数特性KGとす
ると、系統周波数特性は、K＝KG+KL

電源の周波数特性が３％／Hz、負荷の周波数特性が５％
／Hzのとき、総発電力の４％の発電機が脱落したとすると

周波数変化は、⊿ｆ＝-⊿ PGO ／K＝- 4／8＝-0.5 Hz

となる。
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北電の場合の概略試算

総発電電力を3000MW～5500MWとする。

風力発電電力を250MWとして、それぞれ比率は

8.3％、4.5％ である。

仮に北電の電源周波数特性を3％／Hz、負荷周波数特性
を５％／Hz とすれば、風力発電フル出力が脱落した時の

周波数変動は、⊿ｆ１＝- 8.3／8＝-1.04 Hz

⊿ｆ2＝- 4.5／8＝-0.56 Hz

となる。

↑これはワーストケースでの計算

総発電電力を3000MW～5500MWとする。

脱落する風力発電出力を250MWの50%とすると、125ｋWと
なり、それぞれ比率は、4.2％、2.3％ である。

仮に北電の電源周波数特性を3％／Hz、負荷周波数特性
を4％／Hz とすれば、風力発電フル出力が脱落した時の周

波数変動は、⊿ｆ１＝- 4.2／７＝-0.6 Hz

⊿ｆ2＝- 2.3／7＝-0.33 Hz

となる。
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調整能力不足について

出力変動分析で北電は、

風力発電出力の最小値が０（無風時）であるので、

火力発電所燃料費削減にしかならず、ベース電力にはならない。

と、主張している。

風力出力の最小値が０になる時に必ずしも需要が最大とは限らない。需要曲線は統計

的に予測確率が高く、需要予測と風況予測からの風力出力予測のマッチングで評価す
べきである。

11月～3月、冬場の18-21時ごろが、北電にとって最大需要の季節と思われるが、その
データが明確ではない。

ＫＲＩ 13

つまり、２４時間以内の変動量は、季節に関わらずほぼ１．５MW程度である。P.20の
時間負荷変動に対して、風力発電出力変動量がプロットされていないとそれぞれの
時間で必要な調整電力量がわからない。

最大負荷

風力発電変動量

＝実線－破線

発電量

調整必要容量
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長期需給シミュレーションについて

長期需給シミュレーションでは、総需要実績を２００１年１２月の２４時間データに対して風力出力変動量を
連系量５万ｋＷずつ順次増加させてシミュレーションしたとしている。

このシミュレーションは、ＮＥＤＯのシミュレーションを元にして、風況予測から風力出力を計算したと考えら
れる。下図は、ＮＥＤＯ報告書の風力出力算出へのフロー図であるが、これに該当する仮定や、数値など
がオープンにされておらず、

検証が不可能である。

＊ＮＥＤＯ報告書より転載

ＫＲＩ 15

場所 運営 (kW) 基数 容量(kW)
稚内市 稚内市 225 1 225

660 3 1980
稚内風力発電 400 2 800
稚内ｳｨﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰ 750 2 1500
さらきとまない 1650 9 14850

猿払村 井ノ三風力 750 2 1500
浜頓別町 ﾕｰﾗｽｴﾅｼﾞｰ 990 3 2970

北海道市民風力 990 1 990
興部町 興部町 600 1 600
天塩町 M&Dｸﾞﾘｰﾝ 800 3 2400
遠別町 ﾕｰﾗｽｴﾅｼﾞｰ 990 3 2970
幌延町 北電 250 1 250

230 1 230
幌延風力 750 28 21000

羽幌町 ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 400 2 800
利尻町 北電 250 1 250
苫前町 苫前町 600 2 1200

1000 1 1000
ﾕｰﾗｽｴﾅｼﾞｰ 1000 20 20000
ﾄﾞﾘｰﾑｱｯﾌﾟ苫前 1650 14 23100

1500 5 7500
小平町 ｵﾛﾛﾝｳｨﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰ 740 4 2960

北海道企業局 500 1 500
留萌市 留萌風力研究 400 2 800

ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 400 4 1600
ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 740 4 2960

場所 運営 (kW) 基数 容量(kW)
小平町 ｵﾛﾛﾝｳｨﾝﾄ゙ﾊﾟﾜｰ 740 4 2960

北海道企業局 500 1 500
留萌市 留萌風力研究 400 2 800

ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 400 4 1600
ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 740 4 2960

厚田村 ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 450 2 900
石狩市 北海道開発局 80 1 80
泊村 北電 300 1 300

275 2 550
寿都町 16.5 5 82.5

ﾓﾃﾞﾙ事業 230 1 230
島牧村 はまなす風力 750 6 4500
瀬棚町 ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 600 2 1200
上ノ国町 風力開発FT 500 2 1000
江差町 追分ｿｰﾗﾝ 400 2 800

江差ｳｨﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰ 750 28 21000
松前町 ｴｺﾊﾟﾜｰ㈱ 400 2 800

風力ｴﾈﾙｷ゙ｰ開発 600 1 600
恵山町 恵山ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ 1500 1 1500

1400 1 1400
室蘭市 室蘭市 490 1 490

1000 1 1000
えりも町 えりも風力発電 400 2 800

400 1 400
浜中町 浜中町 600 1 600
根室市 ﾉｯｶﾏｯﾌﾟｳｨﾝﾄ゙ﾊﾟﾜｰ 750 1 750

700 2 1400
北海道ｸﾘｰﾝｴﾅｼﾞｰ 1500 1 1500

総計 156817.5

北海道の風力発電設備
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風車出力の例（ＮＥＤＯ報告書から）

ＫＲＩ 17

9.12の議論を受けての結論・まとめ

＜周波数変動＞

需要家側、特に一般家庭では周波数変動許容値は、前述のように１Ｈｚオーダーでも問題は
ないが、主に発電機の技術的問題、一部産業需要家の要求があり、クレームもある。

現状のシステムでは ±０．２～０．３Ｈｚ はやむを得ない。

＜周波数変動概算＞

北海道で風力25万ＫＷを連系した場合、風車出力が全て解列するという極端なワーストケー
スの簡易計算で、- 0.33～ -0.6 Ｈｚ の周波数低下となった。

＜風況予測＞

風車の多い北海道に限らず、日本の地形は風の予測の難易度が高く、特に地域差はない。

＜連系線の調整電力としての利用＞

今回、議論は先送りにしたが、文献・報告書によれば、北本連系線のＤＣ/ＡＣ変換装置の周
波数調整能力を利用できるが、『本来、電力事業者間の緊急的融通が主たる目的』であり調
整能力には入れられない。また、逆に『東北電力側の調整能力が減少する』という記述もあっ
た。

（※このシートは事後に中村氏から追加されたものです（GEN事務局の注記））



（オ）系統連系の費用負担、特にインバランス費用について 

 

 自然エネルギーを電力系統に連系したときの費用負担について、以下にドイツ、英国、日本における

風力発電と系統利用に関する考え方を対比したものを下に示す。また、欧州各国の系統連系に関する考

え方も併せて添付する。 

 系統連系および系統の利用に関する費用負担を見ると、初期投資に関しては、初期接続費用と既存系

統の増強費用、運転時においては、主に需給調整や周波数変動への対応のためのインバランス費用をど

のように負担するかという問題になる。 

 現時点では、 

－日本における自然エネルギーの系統連系に係わる費用負担は「原因者負担」の原則に沿ってい

ること、および 
－電力自由化において、風力発電など自然エネルギー事業者に適用可能な「インバランス」という

考え方が採られていないこと 

 しかし、自然エネルギーを普及させることの公益性に基づき、優先接続が必要であることを考え合わ

せると、今後、系統費用やインバランス費用の負担等に関する「優遇」について、合意できる水準を探

っていく必要があるものと考える。 

 

風力発電の系統連系に関わる優遇制度の分類 

系統に関わる措置 ドイツ 英国 日本 

初期設置時 

・ 優先接続 

 

・ 初期接続負担 

・ 系統増強費用 

 

・ 優先接続義務(法定) 

 

・ 発電事業者 

・ 系統運用者(電気料金に

転嫁) 

 

・ 接続義務(法定) 

 (他の電源と同等) 

・ 発電事業者(D接続料金) 

・ 発電事業者(D接続料金) 

 

・ 電力会社との連系協議次第 

 

・ 発電者負担(原因者負担) 

・ 発電者負担(原因者負担) 

運転時 

・インバランス費

用 

 

・インバランス決済免除 

 

・当初：インバランス決済の

適用  (他の電源と同等) 

・ 後に、修正対応 

 

・ 未検討。ただし、北海道電力

は独自試算に基づく導入制約 

参考： 

価格優遇 

・ 固定価格優遇制度 

・ 追加費用は再配分で平準

化 

・RPS ・ 政府の設置補助金 

・ RPS 

・ 自主的購入メニュー 

その他   ・ 電力会社による導入枠と入札
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置
、
サ

ー
ビ
ス
ラ
イ
ン
の
設
置
）
 

・
洋
上
風
車
：
A
c
ti
o
n 
pl
an
 f
o
r 

o
ff
-
sh
o
re
 
w
in
d 
tu
rb
in
e
の

中
で
指
定
さ
れ
た
地
域
に
設

置
⇒
【
系
統
運
用
者
】
。
そ
れ

以
外
の
地
域
は
、
【
発
電
事
業

者
】
。
 

【
発
電
事
業
者
】
 

【
発
電
事
業
者
】
8
。
 

 

【
発
電
事
業
者
】
 

・
Ｄ
接
続
料
金
9
の
支
払
い
 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
    

   
   

   
   

   
   

  
1  
改
正

EU
電
力
指
令
：

D
ire

ct
iv

e 2
00

3/
54

/E
C 

of
 th

e 
Eu

ro
pe

an
 P

ar
lia

m
en

t a
nd

 o
f t

he
 C

ou
ns

il 
of

 2
6 

Ju
ne

 2
00

3 
co

nc
er

ni
ng

 co
m

m
on

 ru
le

s f
or

 in
te

rn
al

 m
ar

ke
t i

n 
el

ec
tr

ic
ity

 a
nd

 re
pe

al
in

g 
D

ire
ct

iv
e 

96
/9

2/
EC

 
2  
※

Re
po

rt
 co

nc
er

ni
ng

 e
le

ct
ri

ci
ty

 in
 A

us
tr

ia
, E

ne
r-

IU
RE

 P
RO

JE
CT

 P
ha

se
 Ⅲ

 A
na

ly
si

s o
f t

he
 le

gi
sl

at
io

n 
re

ga
rd

in
g 

re
ne

w
ab

le
 e

ne
rg

y 
so

ur
ce

d 
in

 th
e 

EU
 m

em
be

r s
ta

te
s .

, O
ct

ob
er

 2
00

1 
※

El
ec

tr
ic

ity
 A

ct
, F

ed
er

al
 L

aw
 G

az
et

te
 I 

no
.1

43
/1

99
8,

 a
s a

m
en

de
d 

by
 th

e 
Fe

de
ra

l A
ct

, F
ed

er
al

 L
aw

 G
az

et
te

 I 
no

.1
21

/2
00

0 
 

3  
○

En
er

-IU
RE

 P
RO

JE
CT

 P
ha

se
 Ⅲ

 A
na

ly
si

s o
f t

he
 le

gi
sl

at
io

n 
re

ga
rd

in
g 

re
ne

w
ab

le
 e

ne
rg

y 
so

ur
ce

d 
in

 th
e 

EU
 m

em
be

r s
ta

te
s .

 R
ep

or
t c

on
ce

rn
in

g 
el

ec
tr

ic
ity

 in
 D

en
m

ar
k,

 S
ep

te
m

be
r 2

00
1 

○
D

an
is

h 
Pa

rl
ia

m
en

t,1
99

9,
  

Bi
ll 

no
.2

34
 T

he
 E

le
ct

ri
ci

ty
 S

up
pl

y 
Bi

ll 
4  

Sp
an

is
h 

El
ec

tr
ic

 P
ow

er
 A

ct
 5

4/
19

97
 

 6  
た
だ
し
、
特
に
風
力
発
電
等
の
場
合
、
電
力
会
社
は
系
統
の
接
続
に
関
し
て
多
く
の
要
求
を
課
す
こ
と
が
あ
り
、
利
用
可
能
な
系
統
の
容
量
が
少
な
い
場
合
、
発
電
事
業
者
が
莫
大
な
投
資
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
。（
前
掲
レ
ポ
ー
ト
） 

7  
‘sp

ec
ia

l s
ys

te
m

’ ：
ス
ペ
イ
ン
電
力
法

27
条
で
規
定
さ
れ
た
発
電
設
備
。
設
備
容
量
５
万

kW
以
下
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
に
よ
る
も
の
を
指
す
。
た
だ
し
、
固
定
価
格
で
の
買
取
は
、

5
万
ｋ

W
以
上
の
設
備
に
も
適
用
さ
れ
る
。

 
 9  Ｄ
接
続
料
金
（

D
ee

p 
co

nn
ec

tio
n 

ch
ar

ge
）

:電
源
の
接
続
工
事
費
＋
接
続
点
よ
り
上
位
の
電
圧
階
級
の
設
備
や
こ
れ
に
隣
接
し
な
い
設
備
の
増
強
・
取
替
え
工
事
費
。
ち
な
み
に
、
分
散
型
電
源
以
外
に
は
、
Ｓ
接
続
料
金
が
適
用
さ
れ
て

い
る
。（
Ｓ
接
続
料
金
：

Sh
al

lo
w

 co
nn

ec
tio

n 
ch

ar
ge

=電
源
の
接
続
工
事
費
が
ベ
ー
ス
。
接
続
点
よ
り
上
位
の
電
圧
階
級
の
設
備
や
、
こ
れ
に
隣
接
し
な
い
設
備
の
増
強
・
取
替
え
を
要
し
た
場
合
の
工
事
費
は
加
算
さ
れ
な
い
の
で
、
Ｄ
接

続
料
金
以
下
の
額
に
な
る
。
）

 



③
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー

接
続
に
際

す
る
系
統

強
化
費
用

の
負
担
者
 

－
 

－
 

【
系
統
運
用
者
】
 

【
系
統
運
用
者
】
 

・
電
力
料
金
に
転
嫁
。
系
統
強

化
の
必
要
が
あ
れ
ば
速
や
か

に
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
費

用
平
準
化
の
仕
組
み
有
り
。
 

【
発
電
事
業
者
】
 

発
電
事
業
者
が
、
配
電
線
に

接
続
す
る
前
に
D
接
続
料
金

の
全
額
を
配
電
事
業
者
に
支

払
う
。
し
か
し
、
配
電
線
使
用

料
金
の
支
払
い
は
免
除
。
 

※
参
入
障
壁
に
な
っ
て
い
る
と

問
題
視
さ
れ
、
2
0
05
年
よ
り
S

接
続
料
金
に
変
更
予
定
。
現

在
は
経
過
措
置
を
実
施
。
 

④
自
然
エ
ネ

ル
ギ
－
の
イ

ン
バ
ラ
ン
ス

決
済
 

 

－
 

－
 

【
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
決
済
免
除
】
⇒

系
統
運
用
者
が
需
給
調
整
責

任
を
負
う
（
56
.環
境
に
優
し
い

電
力
生
産
に
対
す
る
一
般
的

な
優
先
付
け
）
 

【
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
決
済
免
除
】

⇒
系
統
運
用
者
が
需
給
調
整

責
任
を
負
う
 

（
通
常
は
、
バ
ラ
ン
ス
・
プ
ー
ル

制
に
よ
る
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
決
済

が
課
さ
れ
る
）
 

－
 

【
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
決
済
適
用
】

（
他
電
源
と
の
差
別
な
し
）
 

※
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
価
格
の
高
騰

iii
に
よ
っ
て
出
力
変
動
の
大
き

い
風
力
や
C
H
P
な
ど
の
電
源

が
打
撃
を
受
け
問
題
に
な
り
、

修
正
対
応
さ
れ
て
い
る

（
C
o
ns
o
lid
ti
o
n
 s
e
rv
ic
e
の
検

討
な
ど
）
。
 

（
参
考
）
 

価
格
優
遇

制
度
 

【
固
定
価
格
買
取
制
度
、
又
は

R
P
S
制
度
】
 

・
20
0
5
年
に
共
通
政
策
を
導

入
予
定
 

【
固
定
価
格
＋
R
P
S
】
iv
 

・
水
力
以
外
：
最
低
規
制
価
格
で

の
一
定
比
率
の
購
入
義
務
 

・
水
力
：
８
％
の
供
給
義
務
（
R
P
S

制
度
）
 

※
た
だ
し
、
小
水
力
に
対
す
る

R
P
S
制
度
は
市
場
の
流
動
性
が

担
保
さ
れ
な
い
な
ど
で
上
手
く
機

能
し
て
い
な
い
。
 

【
固
定
価
格
制
度
→
（
移
行
期

間
）
→
R
P
S
】
 

【
固
定
価
格
優
遇
制
度
】
 

発
電
所
に
最
も
近
い
系
統
運

用
者
に
対
し
て
固
定
価
格
の

買
取
義
務
（
電
力
＋
環
境
価

値
）
 

・
追
加
的
費
用
（
環
境
価
値

分
）
は
、
す
べ
て
の
系
統
運
用

者
に
均
等
に
再
配
分
さ
れ
、

平
準
化
。
 

【
固
定
価
格
（
fe
e
d 
in
 t
ar
if
fs
）

買
取
】
 

【
R
P
S
制
度
】
 

・
電
力
：
他
電
源
と
同
じ
扱
い

（
相
対
取
引
、
又
は
私
設
卸
売

市
場
）
 

・
環
境
価
値
：
電
力
供
給
事
業

者
が
Ｒ
Ｏ
Ｃ
s
の
売
買
を
通
し

て
電
力
会
社
間
で
平
準
。
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i  「
ド
イ
ツ
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
」
（

Re
ne

w
ab

le
 E

ne
rg

y 
So

ur
ce

 A
ct
：

Ac
t o

n 
G

ra
nt

in
g 

Pr
io

ri
ty

 to
 R

en
ew

ab
le

 E
ne

rg
y 

So
ur

ce
s）
（

20
00
年

3
月
）

 

第
3
条
：
購
入
と
補
償
の
義
務

 
①
系
統
運
用
者
（

gr
id

 o
pe

ra
to

r）
は
、

 
・
 

2
条
で
定
め
た
電
源
（
規
定
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
）
に
系
統
接
続
の
義
務
が
あ
る
（

ob
lig

ed
 to

 co
nn

ec
t t

he
ir

 g
ri

ds
 e

le
ct

ri
ci

ty
 g

en
er

at
io

n 
in

st
al

la
tio

ns
）

 
・
 
優
先
的
に

2
条
で
定
め
た
電
力
を
購
入
す
る
義
務
が
あ
る

(o
bl

ig
ed

 to
 p

ur
ch

as
e 

el
ec

tr
ic

ity
 a

va
ila

bl
e 

fr
om

 th
es

e 
in

st
al

la
tio

ns
 a

s 
a 

pr
io

ri
ty

) 
・
 
電
力
発
電
者
に
第

4
条
～

8
条
に
従
っ
て
補
償
を
与
え
る
義
務
が
あ
る

 
こ
の
義
務
は
、
当
該
発
電
施
設
に
最
も
近
い
位
置
に
系
統
を
有
す
る
系
統
運
用
者
に
適
応
さ
れ
る
。
但
し
、
そ
の
系
統
は
該
電
力
を
供
給
す
る
の
に
技
術
的
に
適
し
て
い
る
こ
と
を
条
件
と
す
る
。（
上
記
第
一

文
に
従
っ
て
認
め
ら
れ
る
優
先
権
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
）
電
気
を
供
給
す
る
た
め
に
は
適
切
な
費
用
で
現
存
の
系
統
を
改
良
（

up
gr

ad
e）
す
る
必
要
が
あ
る
と
し
て
も
、
そ
の
系
統
は
「
技
術
的
に
適
し
て

い
る
」
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
こ
の
場
合
、
電
力
供
給
関
係
者
の
要
望
が
あ
れ
ば
、
系
統
運
用
者
は
す
み
や
か
に
そ
の
系
統
を
改
良
す
る
義
務
を
有
す
る
。
（
後
略
）

 
②

4
条
か
ら

8
条
に
従
っ
て
、
上
流
の
系
統
運
用
者

(u
ps

tr
ea

m
 tr

an
sm

is
si

on
 g

ri
d 

op
er

at
or

)は
、
①
に
従
っ
た
系
統
運
用
者

(g
ri

d 
op

er
at

or
)に
よ
っ
て
購
入
さ
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
購
入
し
、
補
償
す
る

義
務
が
あ
る
。
（
後
略
）

 
 第

10
条
：
系
統
連
系
コ
ス
ト

 
①
 
上
記
第

2
条
に
規
定
さ
れ
た
設
備
を
技
術
的
お
よ
び
経
済
的
に
も
っ
と
も
適
し
た
系
統
の
接
続
点
に
接
続
す
る
た
め
の
費
用
は
発
電
事
業
者
の
負
担
と
す
る
。
こ
の
接
続
の
実
施
は
、
各
個
別
ケ
ー
ス
に
つ
き
系

統
の
技
術
的
要
求
に
沿
っ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
か
つ
、

19
98
年

4
月

24
日
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
法
令
の
第

16
条
に
順
じ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
後
略
）

 
②
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
受
け
取
り
か
つ
公
共
的
に
電
力
を
供
給
す
べ
く
第
二
条
に
従
い
新
し
い
設
備
を
接
続
す
る
た
め
に
系
統
を
改
良
す
る
こ
と
に
関
連
す
る
費
用
は
、
そ
の
改
良
の
対
象
と
な
る
系
統
を
有
す
る
系
統

運
用
者
の
負
担
と
す
る
。
系
統
運
用
者
は
費
用
の
詳
細
を
提
出
し
て
具
体
的
な
必
要
投
資
額
を
明
記
す
る
も
の
と
す
る
。
系
統
運
用
者
は
、
系
統
使
用
料
金
を
決
定
す
る
際
彼
ら
が
負
担
し
た
費
用
を
上
乗
せ
す

る
資
格
を
有
す
る
。

 
 第

11
条
：
平
準
化
の
仕
組
み

 
①
 
系
統
運
用
者

(tr
an

sm
is

si
on

 g
ri

d 
op

er
at

or
)は
、

3
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
購
入
や
補
助
金
の
量
を
記
録
す
る
。

 
②
 
毎
年
、

3
月

31
日
に
、
系
統
運
用
者

(tr
an

sm
is

si
on

 g
ri

d 
op

er
at

or
)は
、

3
条
に
基
づ
い
て
購
入
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
を
決
定
し
、
送
電
し
た
全
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
に
お
け
る
そ
の
比
率
を
決
定
す
る
。
も
し
、

系
統
運
用
者
が
平
均
比
率
よ
り
も
多
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
購
入
し
て
い
た
ら
、
平
均
比
率
に
な
る
ま
で
他
の
系
統
運
用
者
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
売
る
か
、
補
助
金
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
③
 
最
終
消
費
者
へ
電
力
を
配
電
す
る
電
力
会
社
は
、
②
項
に
基
づ
い
て
系
統
運
用
者
が
購
入
し
た
電
力
を
購
入
ま
た
は
そ
れ
に
対
す
る
補
助
金
を
支
払
う
義
務
が
あ
る
。
こ
の
第
一
行
目
は
、
供
給
す
る
総
電
力
に

対
し
て
少
な
く
と
も
５
０
％
が
②
項
と
併
せ
て
第

2
条
で
定
め
ら
れ
て
い
る
電
力
で
あ
っ
た
場
合
、
適
用
さ
れ
な
い
。
第
一
文
目
に
基
づ
い
て
、
電
力
会
社
に
よ
っ
て
購
入
さ
れ
る
電
力
は
、
電
力
会
社
に
よ
っ

て
供
給
さ
れ
た
電
力
量
に
比
例
し
て
い
な
く
て
は
な
ら
な
く
、
ま
た
、
各
電
力
会
社
が
同
様
の
シ
ェ
ア
を
持
つ
よ
う
な
方
法
で
決
定
さ
れ
な
く
て
な
ら
な
い
。
購
入
義
務
量
は
、
最
終
消
費
者
に
販
売
し
た
総
電

力
量
に
対
す
る
第

3
条
で
規
定
さ
れ
る
供
給
電
力
量
の
比
率
と
し
て
計
算
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
：
よ
っ
て
、

2
行
目
で
定
め
た
電
力
会
社
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
た
電
力
量
は
、
こ
の
合
計
か
ら
差
し
引
く
必
要

が
あ
る
。
第
一
行
目
で
定
め
た
よ
う
に
、
補
償
金
は
第

3
条
で
定
め
た
よ
う
に
半
年
前
の
す
べ
て
の
系
統
運
用
者
に
よ
っ
て
支
払
わ
れ
た
キ
ロ
ワ
ッ
ト
あ
た
り
の
平
均
補
償
金
と
し
て
計
算
さ
れ
な
く
て
は
な
ら

な
い
。
第
一
文
目
で
定
め
た
よ
う
に
購
入
さ
れ
た
電
力
は
、
も
し
そ
の
電
力
が
第

2
条
に
準
じ
た
電
力
、
ま
た
は
そ
れ
に
見
合
っ
た
電
力
と
し
て
市
場
で
売
買
さ
れ
た
場
合
、

5
文
目
に
従
っ
て
支
払
わ
れ
た
補
償

金
で
販
売
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
。

 

 ii  
EU
改
正
電
力
指
令
（

20
03
）
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Ⅲ．ローカルな系統影響に係わる課題 

 

（ア）ローカルな系統接続の協議に関する「標準的な手続き」 

 

 先に「Ⅰ．全体的な整理」の「3．ローカルな系統影響に係わる課題」で触れた通り、2003年度の系
統連系研究会（全 4回）における議論をもとに、以下の「標準的な手続き」を提案する。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
2004年 2月 

系統連系協議の標準的な手続き 
 

分野 標準化項目 
0．前提 （系統連系に関する説明責任） 

電力会社は、風力発電事業者からの系統連系の要請を原則として受け入れることが望まし
い。ただし、要請の受け入れが困難な場合には、事業者に対してその理由・根拠を十分説
明すると共に代案を提示することが望ましい。 

1．協議 （協議のあり方） 
電力会社と風力発電事業者間との連系協議は、対等な立場で、合理的で双方に便益をもた
らすような合意を目指す柔軟な姿勢を維持することが望ましい。 
（随時受付・随時協議） 
電力会社・風力発電事業者ともに検討期間を確保し合理的な開発を可能にするため、系統
連系に関する検討や協議の申し入れは、随時受け付けることが望ましい。 
（検討期間・費用の標準化） 
電力会社は、随時受付・随時協議に対応可能なよう、標準メニューとして、基本的な検討
期間および費用等を提示することが望ましい。 
（状況に応じた適切で合理的な事業選定方法および契約） 
状況に応じて、適切かつ合理的な方法と透明性のあるプロセスによって、事業の選定およ
び契約が行われることが望ましい。 
※随時受付化に伴い、系統連系という観点から競合する複数の案件をどのように処理して
いくかという課題も存在する。 

2．適合性の検証 （情報開示と双方向での検証確認） 
系統連系ガイドラインに基づいて必要となる電力負担金工事については、内容および見積
もりに関して、双方向で検証が可能なレベルでの情報開示が行われることが望ましい。 

3．費用の負担 （工事負担金等） 
系統連系ガイドラインに基づいて行われる電力負担金工事については、社会的・経済的に
より合理的な金額となるよう双方で協議すること、補助金の活用を考慮した弾力的な運用
（単年度ごとでの積算など）とすることが望ましい。 
（検討費用の負担） 
電力会社は、高圧連系も含め、系統連系に係わる検討費用を明示して徴収することで、こ
れに対応する専門員を確保し、随時の協議にも対応可能にすることが望ましい。 

4．情報の開示 （系統情報の開示） 
開発および予備検討で必要とされる範囲での系統情報について、電力会社は、風力発電事
業者の要請等に基づいて、設備・潮流・運用状況等開発が合理的に可能になるよう中長期
を含めた情報を、セキュリティ等も考慮した上で可能な限り開示することが望ましい。 
（交渉経緯の記録） 
系統連系に関する交渉経過は、双方の確認のもとに第３者機関等に記録・保管し、必要に
応じて、第３者機関等において調整・裁定のために利用できることが望ましい。 

5．第３者機関 （「中立機関」の活用） 
系統連系に関して、調整・裁定のための第３者機関として、中立機関の活用を検討する。 

※選定方法につ

いての補足 
（導入枠と選定方法） 
現状では、一部の電力会社は、制度的・技術的制約のためにすべての風力発電事業を受け
入れることは出来ないとして、風力発電の導入量に総枠を設定し、入札または抽選のいず
れかの選定方法によって事業を絞り込んでいる。 
この選定方法は大きな課題であり、系統連系協議とも深く関わっているものの、制度や政
策とも関連していることから、この「系統連系協議の標準的な手続き」では扱わないこと
とした。 



（イ）電力負担金について（実例等の整理） 
 
 ローカルな系統の接続に伴う電力会社側設備の工事に関わる負担金（以下、電力負担金）について、

実例等から以下の通り整理する。 
 
1．全 4回の研究会を通じて示された点 
 
○風力事業者からは以下のような意見が出された。 
・電力会社との区切りや分担の仕方が問題だという意見は、余り見られなかった。 
・ただ、「責任分解点」についての考え方がまちまちで、（連系点を越えても）そこまで電力会社の責任

だと言って自ら行う会社が複数ある（アクセス送電線について一部の電力会社は多数派の「出迎え工事

方式」でなく負担金方式で電力会社自身が行うところがある）との指摘があった。 
・一方、・電力負担金の透明性（風力事業者への十分な説明・情報開示）が十分とは言えない問題と、

その高コスト構造（電力会社向け仕様と一般産業向け仕様が違い、この仕様の違いがコスト高になって

いる点）を指摘する意見は、多数出された。 
○電力会社からは以下のような考えが示された。 
・電力会社が持っている系統設備の増強工事については、保安責任があるので、電力会社に責任を持っ

てやらせてほしい。一方、アクセスの送電線については，通常「出迎え工事方式」といって風力事業者

が行うのが原則のはずである。 
○また NGOなどから以下の指摘もあった。 
・どこの範囲までを負担金に含めるのか、という問題も存在する（例えば、給電所のソフトや表示盤を

変えるなどは、電力会社で費用が生じるのは確かだが、含まれるかどうか）。 
 
2．今後に向けての意見など 
 
 次のような意見・提案が出された。GEN としても、この方向で仕組みや制度の検討・整備を進める
べきだと考える。 
・電力会社には負担金の内訳を風力事業者に十分に説明・情報開示し、「合理的な金額」となるように

してほしい。 
・負担金工事の費用は、今後、託送料金に乗せられるようにして行ってはどうか。「電力自由化」の範

囲拡大に関する制度設計においてこの分を電力会社が託送料金に乗せられるようにすれば、風力などの

自然エネルギー事業者の負担が軽くなって風力など自然エネルギー促進にプラスになるので、是非検討

すべきである。 



「新エネ利用特措法検討委員会・系統連系研究会」提出資料

住友電設株式会社

風力発電電力の導入量を増やすために，電力系統の強化が望まれていますが，普段系統連系に関し電力
会社との協議に直面している立場で感じている点，実態について述べさせて頂くと共に今後の系統強化に
向けた取り組みについて意見を述べさせていただきます。

　１．風力発電計画の系統連系面の状況変化

① 入札制度および発電事業の採算面から，計画に投資する期間と費用を事業者が抑制するため，
成熟度が低い計画が協議に持ち込まれる事が多い。
② 連系送電線の亘長が１０ｋｍを越える計画が多くなり事業採算を圧迫している。（２０ｋｍを越える例もある）
③ 発電規模から見て，経済的な電圧で連系出来る送電線が近辺にない計画が多い。
④ 「連系出来ない送電線路名」の数が，年々増えている。（東北電力・連系申込資料）
⑤ 連系後，電力会社系統に悪影響を及ぼしている例もあり，電力会社が連系協議に慎重になってきている。

　２．系統連系協議における問題点

① 連系協議申込みを随時受け付けてくれない電力会社があり，協議を実施することにより事情が解ることも
  多い。協議申請内容の変更を認めない場合が多く，事業者側採算面から見た最適設計を見出しにくい。
② 電力負担金の妥当性を判断できる具体的費用内訳が，示されない場合が多い。
③ 電力会社の検討結果に異論（反論）できるだけの情報が，開示されない場合が多い。
④ どこに接続すれば，連系が可能になるか教えてくれない電力会社が多い。

　３．系統連系協議における要求事項の事例

① SVCの設置要求。（発電量と同等容量のSVC設置要求例もある。）
② 励磁電流抑制のため連系変圧器の高ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ化要求。（%ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ，20%の例もある。）
③ 励磁電流抑制のため連系変圧器の励磁用ディーゼル発電機設置要求。
④ 励磁電流抑制のため連系変圧器の電力系統側に直列抵抗の設置要求。
⑤ 限流リアクトルの設置要求。
⑥ 構内電圧上昇抑制のため，構内電線サイズのUP要求。
⑦ 風力発電事業者の解列遮断機より電力会社側の設備仕様が，電力会社と同等な設計を要求される場合
  が多い。（ｹｰﾌﾞﾙの難燃化対策，事故区間判別の設置，管路材料の指定etc）
⑧ 運転力率を規定された。
⑨ 電力側配電線の張替え（電力負担金）。
⑩ 連系可能容量の制限。
⑪ 連系地点の変更。
⑫ 運転中の出力制限。
⑬ 発電機解列時の有効電力補償用ﾊﾞｯﾃﾘｰの設置。（周波数変動対策：離島）

　４．系統連系における技術的課題

風力発電機が系統に連系される場合，問題となる事項はほぼ以下の３項目に集約される。

　　　　　　　　　　　　電力会社の電圧調整が追従できない。

　　　　　　　　　　　　急激な出力変化が影響。
・ これらの事情に関連して，現状電力会社が求める発電事業者側対策の事例が，３．に列記した内容である。
・ 対策の必要性を検討する場（系統連系協議）に関する要望（苦情）が，２．に列記したものである。

  今後，全発電量に占める風力発電量の比率を増すにつれて，最も懸念されるのは周波数変動と思われる。
新たに新エネ用の系統の構築，相当量の不安定な新エネ電源が既存電力系統に及ぼす影響検討，新たな
視点に立っての電力系統の再構築，費用の負担等は，時間を掛けても進める課題であるが，まずは既存の
電力系統に安定化対策を施して接続量を増やしながら，系統構築の準備を平行して進めてはと考える。

以　上

①瞬時電圧低下　→　系統並列時の突入電流による系統電圧の低下
②常時電圧変動　→　風速変動に伴う出力変化が系統潮流を変化させ電圧降下値が変化，　

③周波数変動　　 →　系統容量に対して風力発電容量比率が大きい場合，風力発電側の

2003/7/11

（系統連系に関し現状、改善すべきと考える点）

風力発電における電力会社系統との連系における問題点について
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よ
り

) 
当
社
に
お
け
る
対
応
の
考
え
方

 
（
基
本
的
に
自
社
電
源
・

PP
S
電
源
ア
ク
セ
ス
と
同
等
の
取
扱
い
）

 
電
圧
変
動

 
＜
特
別
高
圧
電
線
路
と
の
連
系
の
場
合
＞

 
・
 系
統
の
電
圧
が
適
正
値
（
常
時
運
転
電
圧
の
１
～
２
％
程
度
）
を

逸
脱
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
場
合
発
電
設
備
の
設
置
者
に
お
い
て

自
動
的
に
電
圧
を
調
整
す
る
も
の
と
す
る
。

 
・
 誘
導
発
電
機
（
お
よ
び
他
励
式
の
逆
変
換
装
置
で
の
連
系
）
の
場

合
、
並
列
時
の
瞬
時
電
圧
低
下
に
よ
り
適
正
値
（
常
時
運
転
電
圧

の
２
％
を
目
安
）
を
逸
脱
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
時
は
、
発
電
設
備

の
設
置
者
に
お
い
て
限
流
リ
ア
ク
ト
ル
等
を
設
置
す
る
も
の
と

す
る
。

 
      ＜
高
圧
配
電
線
と
の
連
系
の
場
合
＞

 
・
 風
力
発
電
設
備
等
を
連
系
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
出
力
変
動
や
頻

繁
な
並
解
列
に
よ
り
他
者
に
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と

き
は
、
発
電
設
備
の
設
置
者
に
お
い
て
電
圧
変
動
の
抑
制
や
並
解

列
の
頻
度
を
低
減
す
る
対
策
を
行
う
も
の
と
す
る
。
な
お
、
こ
れ

に
よ
り
対
応
で
き
な
い
場
合
に
は
、
配
電
線
の
増
強
等
を
行
う

か
、
一
般
配
電
線
と
の
連
系
を
専
用
線
に
よ
る
連
系
と
す
る
も
の

と
す
る
。

 

①
SV

C
の
設
置
要
求

(発
電
機
と
同
等
容
量

の
SV

C
の
設
置
要
求
例
も
あ
る

) 
⑧
運
転
力
率
が
規
定
さ
れ
た

 
⑤
限
流
リ
ア
ク
ト
ル
の
設
置
要
求

 
                 ⑨
電
力
側
配
電
線
の
張
替
え

 

・
 風
力
発
電
に
利
用
さ
れ
る
こ
と
の
多
い
誘
導
発
電
機
で
は
、
起
動
時
に
大
き
な
電
流
（
励
磁
突

入
電
流
）
が
流
れ
ま
す
。
大
き
な
起
動
電
流
に
よ
る
瞬
時
の
電
圧
低
下
等
で
、
電
圧
変
動
率
が

２
％
を
超
過
す
る
場
合
、
以
下
の
よ
う
な
対
策
の
中
か
ら
効
果
的
な
対
策
を
お
願
い
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

 
【
限
流
リ
ア
ク
ト
ル
設
置
】
起
動
時
の
過
大
な
電
流
を
抑
制
。

 
【
ソ
フ
ト
ス
タ
ー
ト
装
置
の
採
用
】
発
電
機
の
起
動
時
の
電
流
を
抑
制
。

 
【
同
時
起
動
台
数
の
制
限
】
一
度
に
す
べ
て
の
電
源
を
ま
と
め
て
起
動
す
る
の
で
は
な
く
、
段

階
的
に
起
動
す
る
こ
と
で
一
度
に
流
れ
る
電
流
を
抑
制
。

 
【
ア
ク
セ
ス
線
の
２
回
線
化
】
系
統
側
の
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
を
減
ら
す
こ
と
で
、
系
統
電
圧
の

変
動
を
抑
制
。

 
【

SV
C
の
設
置
】
無
効
電
力
を
高
速
に
制
御
し
て
受
電
点
の
電
圧
を
一
定
に
保
つ
。

 
【
発
電
機
単
機
容
量
の
縮
小
】
小
さ
い
容
量
の
発
電
機
と
す
る
こ
と
で
、
起
動
時
に
単
機
あ
た

り
に
流
れ
る
電
流
を
低
減
。

 
・
 誘
導
発
電
機
お
よ
び
逆
変
換
装
置
を
介
し
て
の
連
系
の
際
は
、
受
電
点
に
お
け
る
力
率
は
連
系

す
る
系
統
の
電
圧
が
適
切
に
維
持
で
き
る
こ
と
と
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。
運
転
力
率
を
規
定
し

た
実
績
は
あ
り
ま
せ
ん
が
力
率
を

10
0％
近
く
（
既
存
潮
流
を
考
慮
す
る
と
若
干
進
み
の
力
率
）

に
維
持
し
て
い
た
だ
く
ほ
ど
電
圧
変
動
を
さ
ら
に
増
幅
す
る
無
効
電
力
の
変
動
を
抑
制
す
る
効

果
が
あ
り
ま
す
。
配
電
線
（

6.
6k

V
系
統
な
ど
）
に
連
系
す
る
場
合
な
ど
に
は
、
出
力
変
動
等

に
伴
う
系
統
電
圧
変
動
が
直
接
お
客
さ
ま
に
影
響
す
る
た
め
、
極
力
電
圧
変
動
を
抑
制
す
る
よ

う
、
受
電
点
力
率
を
指
定
（
通
常
は
幅
で
設
定
）
す
る
こ
と
や
、
瞬
時
電
圧
低
下
対
策
と
し
て

SV
C
の
設
置
を
お
願
い
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

 
・
 配
電
線
連
系
の
場
合
に
は
、
配
電
線
の
抵
抗
分
に
よ
る
電
圧
上
昇
を
小
さ
く
す
る
た
め
に
、
電

線
太
線
化
（
電
線
を
太
く
す
る
と
抵
抗
分
が
小
さ
く
な
る
）
が
必
要
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。  

短
絡
電
流

 
  系
統
内
で
の
短

絡
・
地
絡
事
故

発
生
時
に
電
源

か
ら
事
故
点
に

流
れ
込
む
電
流

 

・
 連
系
に
よ
り
系
統
の
短
絡
容
量
が
他
者
の
遮
断
器
の
遮
断
容
量

等
を
上
回
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
発
電
設
備
の
設
置
者
に
お

い
て
短
絡
電
流
を
制
限
す
る
装
置
（
限
流
リ
ア
ク
ト
ル
等
）
を
設

置
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
対
応
で
き
な
い
場
合
に
は
、

異
な
る
変
電
所
バ
ン
ク
系
統
へ
の
連
系
、
上
位
電
圧
の
電
線
路
へ

の
連
系
、
そ
の
他
の
短
絡
容
量
対
策
を
講
じ
る
も
の
と
す
る
。

 

②
連
系
変
圧
器
の
高
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
化
要

求
（

%
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
、

20
%
の
例
も
あ

る
。）

 
⑤
限
流
リ
ア
ク
ト
ル
の
設
置
要
求

 
⑪
連
系
地
点
の
変
更

 
  

・
 発
電
機
を
系
統
に
連
系
す
る
と
、
連
系
さ
れ
る
系
統
の
短
絡
電
流
が
増
加
し
ま
す
。
こ
の
た
め

連
系
に
よ
り
当
社
や
需
要
者
な
ど
の
遮
断
器
の
遮
断
容
量
を
上
回
る
場
合
に
は
（
→
事
故
時
に

遮
断
器
が
故
障
電
流
を
遮
断
で
き
ず
に
破
損
）、
高
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
機
器
の
採
用
、
限
流
リ
ア

ク
ト
ル
の
設
置
等
に
よ
り
短
絡
電
流
を
抑
制
す
る
対
策
を
お
願
い
し
て
い
ま
す
。

 
・
 上
記
に
よ
り
対
応
し
き
れ
な
い
場
合
、
以
下
の
対
応
案
を
検
討
し
ま
す
。

 
連
系
さ
れ
る
系
統
の
変
電
所
の
系
統
変
更
、
変
電
所
の
母
線
分
割
運
用

 
遮
断
器
取
替
え（
他
の
お
客
さ
ま
の
遮
断
器
取
り
替
え
な
ど
、難
し
い
場
合
も
あ
り
ま
す
）、

他
の
系
統
（
通
常
は
遠
方
と
な
り
ま
す
）
へ
の
連
系

 

平
成

15
年

9
月

12
日

東
京
電
力
株
式
会
社



技
術
要
件

 
系
統
連
系
技
術
要
件
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
定
め
ら
れ
た
要
件

 
関
連
す
る
住
友
電
設
殿
御
提
示
事
項

 
(第

1
回
系
統
連
系
研
究
会
資
料

(H
15

/7
/1

1)
よ
り

) 
当
社
に
お
け
る
対
応
の
考
え
方

 
（
基
本
的
に
自
社
電
源
・

PP
S
電
源
ア
ク
セ
ス
と
同
等
の
取
扱
い
）

 
過
負
荷
保
護

 
   配
電
連
系
時

の
バ
ン
ク
逆

潮
流
制
限

 
 

・
 連
系
さ
れ
た
電
線
路
が
過
負
荷
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
時
（
発
電

設
備
の
脱
落
、
送
電
線
の
断
線
時
な
ど
）
は
、
発
電
設
備
の
設
置

者
に
お
い
て
自
動
的
に
負
荷
を
制
限
す
る
対
策
を
行
う
も
の
と

す
る
。

 
    ＜
配
電
線
と
の
連
系
の
場
合
＞

 
・
 逆
潮
流
の
有
る
発
電
設
備
の
設
置
に
よ
っ
て
、
当
該
発
電
設
備
を

連
系
す
る
配
電
用
変
電
所
の
バ
ン
ク
に
お
い
て
、
常
に
逆
潮
流
が

生
じ
な
い
こ
と
。

 

⑫
運
転
中
の
出
力
制
限

 
   

・
 当
社
系
統
の
設
備
事
故
等
で
、
当
社
の
送
電
線
・
変
圧
器
等
が
過
負
荷
と
な
り
設
備
損
壊
の
お

そ
れ
が
あ
る
場
合
、発
電
出
力
を
抑
制
し
過
負
荷
解
消
に
御
協
力
い
た
だ
く
こ
と
が
あ
り
ま
す
。  

      ・
 配
電
線
に
連
系
す
る
場
合
、
連
系
配
電
線
の
供
給
変
電
所
バ
ン
ク
に
逆
潮
流
が
生
じ
る
と
、
系

統
運
用
者
側
で
電
圧
調
整
が
困
難
に
な
っ
た
り
（
配
電
系
統
で
は
逆
潮
流
な
し
と
い
う
前
提
で

配
電
用
変
電
所
の
送
出
し
電
圧
を
調
整
し
、
配
電
線
の
電
圧
を
制
御
し
て
い
る
た
め
）、
上
位
系

統
事
故
時
に
高
圧
以
下
の
配
電
線
に
連
系
す
る
電
源
が
負
荷
と
バ
ラ
ン
ス
し
て
単
独
運
転
を
継

続
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
変
電
所
バ
ン
ク
に
逆
潮
流
が
生
じ
て
、
配
電
線
の
電

圧
調
整
、
保
護
協
調
が
困
難
と
な
る
場
合
、
出
力
制
限
を
お
願
い
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

 
周
波
数
変
動

 
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
は
記
載
な
し

 
⑬
発
電
機
解
列
時
の
有
効
電
力
補
償
用
バ
ッ

テ
リ
の
設
置
（
周
波
数
変
動
対
策
：
離
島
）  
・
 現
状
で
は
特
段
の
周
波
数
変
動
対
策
が
不
要
の
た
め
、
該
当
す
る
事
例
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

そ
の
他

 
 

③
励
磁
電
流
抑
制
の
た
め
連
系
用
変
圧
器
の

励
磁
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
設
置
要
求

 
④
励
磁
電
流
抑
制
の
た
め
連
系
用
変
圧
器
の

電
力
系
統
側
に
直
列
抵
抗
の
設
置
要
求

 
⑥
構
内
電
線
サ
イ
ズ
の
ア
ッ
プ
要
求

 
⑦
解
列
遮
断
器
よ
り
電
力
会
社
側
の
設
備
仕

様
が
電
力
会
社
と
同
等
な
設
計
を
要
求
さ

れ
る

 
  ⑩
連
系
可
能
容
量
の
制
限

 

・
 該
当
す
る
事
例
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
 ・
 該
当
す
る
事
例
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
 ・
 該
当
す
る
事
例
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
・
 責
任
・
財
産
分
界
点
よ
り
発
電
者
側
の
設
備
は
、
発
電
者
側
が
電
気
事
業
法
（
電
気
設
備
に
関

す
る
技
術
基
準
）
に
適
合
す
る
よ
う
施
設
し
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
お
り
、
当
社
設
備
仕
様

と
同
等
な
設
計
を
要
求
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
発
電
者
か
ら
ご
提
示
い
た
だ
い

た
条
件
が
技
術
基
準
な
ど
に
照
ら
し
て
明
ら
か
に
お
か
し
い
と
思
わ
れ
る
場
合
に
つ
い
て
は
、

発
電
者
と
の
個
別
協
議
の
中
で
条
件
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
も
あ
り
得
ま
す
。

 
・
 ご
希
望
さ
れ
る
連
系
箇
所
の
送
電
容
量
が
不
足
す
る
場
合
、
既
設
設
備
の
増
強
、
連
系
可
能
容

量
の
制
限
、
連
系
点
の
変
更
な
ど
に
よ
る
対
応
が
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
当
社
特
高
連
系
で
は
現

在
ま
で
に
該
当
事
例
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
 （
註
）

 
【
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
（
≒
リ
ア
ク
ト
ル
）】
 
電
気
（
交
流
電
流
）
の
通
し
難
さ
を
表
す
量
（
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
Ｚ
の
電
気
設
備
に
Ｖ
と
い
う
交
流
電
圧
を
加
え
た
際
に
流
れ
る
電
流
の
大
き
さ
は
Ｉ
＝
Ｖ
÷
Ｚ
と
な
る
。）

 
【
交
流
発
電
設
備
】
発
電
機
内
部
の
交
流
磁
界
に
よ
る
電
磁
誘
導
作
用
に
よ
り
交
流
の
電
気
を
出
力
す
る
発
電
設
備
。
水
力
・
火
力
・
原
子
力
発
電
に
利
用
さ
れ
る
同
期
発
電
機
、
風
力
発
電
や
小
型
水
力
発
電
所
な
ど
で
利
用
さ
れ
る
直
接

交
流
を
出
力
す
る
誘
導
発
電
機
の
２
種
類
が
あ
る
。
 

 
【
保
護
協
調
】
 
 
発
電
設
備
の
故
障
又
は
系
統
側
の
故
障
発
生
時
に
、
事
故
の
除
去
、
事
故
範
囲
の
局
限
化
を
行
う
た
め
に
、
電
源
側
・
系
統
側
で
協
調
の
取
れ
た
保
護
制
御
を
行
う
こ
と
。

 
【
励
磁
電
流
】
 
 
発
電
機
お
よ
び
変
圧
器
内
部
に
磁
界
を
発
生
さ
せ
る
た
め
に
必
要
と
な
る
電
流
の
こ
と
。

 
【
遮
断
器
】
 
 
 
送
配
電
設
備
に
事
故
（
シ
ョ
ー
ト
）
が
起
き
た
時
に
、
事
故
区
間
を
切
り
離
す
ブ
レ
ー
カ
ー
の
こ
と
。

 
【
並
列
・
解
列
】
 
発
電
設
備
を
電
力
系
統
に
接
続
す
る
こ
と
を
並
列
、
電
力
系
統
か
ら
切
り
離
す
こ
と
を
解
列
と
い
う
。

 
  

25
万

kW
 

5
万

kW
 

容
量

25
万

kW
/回
線

 
30
万

kW
 

G
 

G
 

(新
規
連
系

) 

１
回
線
が
事
故
で
停
止
し
た
場
合
、

残
回
線
が
過
負
荷
状
態
と
な
る

 



 

連
系
協
議
に
関
す
る
事
項

 
住
友
電
設
（
株
）
殿
御
指
摘
事
項

 
（
第
１
回
系
統
連
系
研
究
会

(H
15

/7
/1

1)
）

 
当
社
に
お
け
る
対
応
状
況

 

連
系
協
議
申
込
み
の
受
付

 
①
 連
系
協
議
申
込
み
を
随
時
受
け
付
け
て
く
れ
な
い
電
力
会
社
が
あ

り
、
協
議
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
事
情
が
わ
か
る
こ
と
も
多
い
。

協
議
申
請
内
容
の
変
更
を
認
め
な
い
場
合
が
多
く
、
事
業
者
側
採
算

面
か
ら
見
た
最
適
設
計
を
見
出
し
に
く
い
。

 
 

・
 特
別
高
圧
系
統
へ
の
連
系
に
つ
い
て
は
、
今
年
度
は
風
力
入
札
を
見
送
る
こ
と
と
し
、
風
力
発
電
か
ら
の
購
入
に
あ
た
っ
て

は
、
事
業
者
か
ら
の
ご
提
案
内
容
を
踏
ま
え
て
判
断
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

 
・
 な
お
、
高
圧
連
系
へ
の
系
統
連
系
協
議
に
つ
い
て
は
、
随
時
受
付
を
行
っ
て
お
り
、
協
議
申
請
内
容
の
変
更
に
つ
い
て
も
随

時
、
相
談
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

 
 

ア
ク
セ
ス
費
用
の
内
訳
開
示

 
②
 電
力
負
担
金
（
系
統
ア
ク
セ
ス
費
用
）
の
妥
当
性
を
判
断
で
き
る
具

体
的
費
用
内
訳
が
示
さ
れ
な
い
場
合
が
多
い
。

 
 

・
 事
前
ア
ク
セ
ス
検
討
の
回
答
時
に
は
、
実
施
す
る
工
事
内
容
お
よ
び
総
工
事
費
に
つ
い
て
ご
説
明
し
て
お
り
ま
す
が
、
工
事

内
容
毎
の
費
用
等
に
つ
い
て
ご
質
問
が
あ
れ
ば
、
対
応
さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
考
え
て
お
り
ま
す
。

 
 

検
討
結
果
の
説
明
状
況

 
③
 電
力
会
社
の
検
討
結
果
に
異
論
（
反
論
）
で
き
る
だ
け
の
情
報
が
、

開
示
さ
れ
な
い
場
合
が
多
い
。

 
 

・
 事
前
ア
ク
セ
ス
検
討
の
回
答
内
容
に
つ
い
て
ご
質
問
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
検
討
条
件
等
に
つ
い
て
可
能
な
限
り
ご
説
明
す

る
よ
う
に
考
え
て
お
り
ま
す
。

 
 

そ
の
他

 
④
 ど
こ
に
接
続
す
れ
ば
、
連
系
が
可
能
に
な
る
か
教
え
て
く
れ
な
い
電

力
会
社
が
多
い
。

 
・
 事
前
ア
ク
セ
ス
検
討
を
実
施
す
る
際
に
は
、
連
系
を
希
望
す
る
弊
社
鉄
塔
を
ご
提
示
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
お
り
、
ご
提
示

い
た
だ
い
た
条
件
で
の
連
系
可
否
を
検
討
し
て
お
り
ま
す
。

 
 
連
系
の
可
否
は
弊
社
系
統
条
件
に
加
え
、
風
力
発
電
設
備
の
諸
条
件
も
考
慮
し
て
判
断
を
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

当
社
で
は
事
前
ア
ク
セ
ス
検
討
を
お
申
し
込
み
い
た
だ
く
際
に
、
連
系
を
希
望
す
る
弊
社
鉄
塔
を
ご
提
示
し
て
い
た
だ
く

こ
と
と
し
て
い
る
も
の
で
す
。
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2004年 1月 15日 
 
「系統連系協議の標準的な手続き（案）の要素について」への風力事業者の回答整理（案） 

 
「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク（GEN）事務局 

 
 本資料は、当方からの質問項目（下記の各分類）に対して「このような項目を盛り込むべきだ」「こ

のような要素が欠かせない」などのご意見・ご提案を風力発電事業者の皆様から頂戴したものを、GEN
事務局で整理して並べたものです。 
（※頂いたご回答の趣旨を損なわないように整理したつもりですが、万一誤解などがある場合はご遠慮

なくご指摘下さい） 
（※斜体の部分が、GEN事務局作成の質問項目です） 
 
●第１分類  検討申し込みから入札までの現行仕組みと手続きに関する事柄 
   例えば、 ・協議受付期間の限定について（随時受け付け） 
        ・入札制度について（随意契約） 
        ・抽選制度について（随意契約） 
 
・優先接続の明文化を求める。 
・電力会社には技術的な条件と必要な費用を回答する説明責任がある。 
・申し込み通りの接続が不可能な場合は、電力会社は可能な限りの代替案（条件・費用を含む）を提示

すべき。 
・納得の行く協議ができる体制の構築と手順の基準化を国に求める。 
・抽選方式は、経済的な競争原理が働かない、事業者の努力が反映されないなど問題が多いので、廃止

すべき。 
・抽選方式には未成熟な事業の応募を制限する仕組みを入れる必要がある。 
・入札方式は、過当競争が進み、大規模事業者の寡占状態や不健全な事業の出現を招く結果となり、小

規模事業者や自治体等による国民レベルでの風力発電開発を含めた日本における健全な風力発電の発

展に水を差すことが危惧される。 
・入札方式は大手事業者の独占になる可能性が高い。 
・（抽選・入札はやめ）随時の系統連系の受入れによる協議方式（のみ）とすべき。 
・随時契約を求める。 
・すべての段階（(1)連系可能容量の確認、(2)連系条件の概要確認、(3)連系条件の具体的内容確認）で
随時受け付けが望ましい。年 1回では、時間的制約等により、結果的に電力会社の一方的な回答となる
（事業者への説明、事業者との協議が行われない）。 
・随時受け付けは電力会社側の業務量分散にもなるのではないか。 
・特高・高圧の区分なく、１社１窓口としてほしい。 
・（随時協議方式ではく、入札方式・抽選方式の場合は）協議は確度の高い連系可否検討と、連系可能

な場合の必要対策や負担金工事費の詳細検討の２段階とすることが、事業者・電力会社双方にとって効

率的だと考える。 
・買取価格について、プロジェクトごとの電力会社と事業者の協議に委ねるのではなく、事前に一定水

準の合理的な価格を設定・公表することを制度化してはどうか。それにより、事業者はその価格に見合

ったプロジェクトの実現を競うこととなり、経済合理性も働き、長期の事業計画の立案も容易になる。 
・RPS 価値を購入契約に含める or 含めないを協議により自由に選択できるようにすべき。電力会社の
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みが RPS 価値を購入取引する現状では、取引に一般市場性が生まれず、自然エネルギーの価値が向上
しない（民間取引業者の出現が望まれる）。 
・電力会社側の改修工事などで発電停止を要求された時間については、最終的に契約期間の延長などが

可能なようにする必要があると考える（契約期間が 17年程度になると相当な時間数になる）。 
・風力発電事業者の連系希望申込書・電力回答（コメント）・契約成立内容に至った交渉過程・その他

当事者が求める一連の書類を官署（エネ庁新エネ課、紛争調停・普及策立案等に活用）に届け出るよう

にしてはどうか。 
・補助金制度として、風力発電電力を購入・配電を実施する電力事業者に kWh 当たりで出すことを考
えてはどうか。 
・風力発電事業者への助成策として、建設資金への補助金に変わって、建設費のある割合迄の長期・低

利の融資又は債務保証を行ってはどうか。 
・検討依頼は、電力会社内に専門要員を確保できるレベルで有償として構わない。 
・検討依頼地点の公表を、もし電力会社が無理であれば、任意団体などで実施すべき。 
・電力会社が公平・公正・公明な方法だとしている競争入札・購入に係わる諸要求は、風力発電事業者

の大きな負担となっていることを理解してほしい。 
・人類共有の財産である地球環境に多大な負荷を与えながら利潤を得ている電力会社が社会的責任をも

っと感じないと、新エネルギーの導入は困難だ。 
 
●第２分類  系統連系技術要件ガイドラインの規定内容への適合性を検証する手続きに関する事柄 
   例えば、 ・同ガイドラインとの適合性の検討内容開示について（電圧変動等の計算根拠） 
 
・電力側の計算に基づきＳＶＣ等の設置要求があるが、その計算根拠が不明である。 
・誘導発電機での瞬時出力変動（200ｍｓ）による電圧変動により連係要件を判断し、適用不可の判定
をすることがある。本当に系統への影響を与えているかの判定して欲しい。 
・｢系統連系技術要件ガイドライン」の規定内容は概ね妥当と思う。 
・適合性の検討を風力発電事業者側でも行えるように、系統連系申込み後電力会社からのコメントによ

り買電契約締結を前提で本系統連系協議に入る時には、事前に連系希望線路の線路定数・季節的な負荷

率・設備停止率等に関する数値・事情を電力側から示して貰いたい。 
・系統連系協議は、地域の負荷状況・発電停止の許容条件に合わせて妥協点を見い出せるように、事業

者からも提案できる双方向性の協議・検討の場とすべき（風力発電事業者側に専門家がいないと云うが、

ニーズに相応して専門家集団が育ちつつある。要は，専門家の技術力に対する評価の認識が薄い）。 
・（問題は）電力会社と事業者との協議の場が設けられていない事に起因するので、サービスではなく

有償とすることにより、協議を義務付ける。有償である事から計算条件（電力潮流やインピーダンス）

の公表を義務付ける。 
 
●第３分類  協議のあり方およびその費用に関する事柄 
   例えば、 ・電力負担金の積算内容明示、過剰仕様の要求がある場合の協議（透明性、対等性） 
        ・検討費用の負担（事業者計画の最適化に際して発生する費用） 
 
・電力負担金の積算内容を開示する。または仕様のみ提示し、設備納入は事業者が行う。 
・事業者が負担する電力による工事負担金試算の内容説明が不足している、その見積金額が高額となっ

ていたり工期が長い、など改善すべきケースがある。現在は電力会社からの一方的な通知となっている

ことが多い工事負担金の内容詳細説明とその額及び工期について、協議が可能な体制とすべき。 
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・電力会社の積算する工事負担金の見積額は全般として高く設定されている為、そうであれば事業者側

でかかる工事を発注するという方式も検討して戴きたい。 
・一部の電力会社では、電力側送電線に接続するアクセス送電線も電力で見積って工事負担金とする動

きがある。一般に電力の見積は事業者より高くなる傾向があり、負担金が高額となる事が懸念される。

かかる送電線工事については事業者側で発注することを原則として戴きたい。 
・大規模風力発電の電力負担金工事は１年で終わらず数年にまたがるケースが多い。結果として電力負

担金工事が補助金の対象とならない。電力会社に対しては、電力負担金工事の年度ごとの精算を実施願

いたい。また国に対しては複数年にわたる電力負担金工事も補助金の対象として戴きたい。 
・電力側設備の改造・増設費用は、税法又は補助金の恩恵に預かる側の電力会社が負担する。恩恵に預

かる対象として厳正に改・増工事の内容明細は提示する。この明細は官署（エネ庁新エネ課か？）に届

ける。また内容に関し、風力発電事業者に質問・見直し要求協議の権利が与えられるべき。 
・税法・補助金の恩恵は、電力側設備改・増工事金の内容を考慮して風力発電売買契約の電力売買単価

に反映させたい（契約売買価格でも考慮）。 
・新エネ利用拡大の目的で、新エネルギー又は個別の風力発電電力の売買契約に関する標準的な契約約

款（ガイドライン）を示すのも有用かも知れない。 
・検討依頼は、連系容量に応じて有償とする（電力会社内に専門要員を確保できるレベル）。 
 
●第 4分類  技術情報の開示に関する事柄 
   例えば、 ・開示制限付で相互に必要データを交換し最適化をはかれる協議（系統情報の開示） 
 
・インピーダンス・変電所の保護リレー・ライン上流側変電所の容量などの技術情報の開示を求める。 
・事業者から要請に応じ、系統設備仕様（変電所バンク容量等）・送電線熱容量・系統の潮流・負荷の

見通し・運用方法などの情報を提示して頂きたい。これにより、事業者は事前に自らの計画の実現可能

性に見通しを持つことが可能となる。 
・系統の情報については電力会社のセキュリティ上の問題がある点も理解出来、また、積極的に開示す

る必要もないと考えるが、目的を伝え所定の手続を取れば、連系可否などの情報を理由も明示した上で

迅速に回答してもらえるシステムは必要。 
・系統連系申込みは発電量売買契約の申込みとする。当事者間の契約内容・経緯について、第３者への

開示は必要ないが、契約書や一連の書類は届け出る。 
・官署に届けられた一連の書類は、届出所管官庁の長の責任で、事情によって開示出来るとしたらよい

と考える。 
・協議を有償として、計算条件（電力潮流やインピーダンス）の公表を義務付ける。 
 
●第５分類  系統連系後の発電制約に関する事柄 
   例えば、 ・接続点と電圧選定に複数代案を検討することについて（事業者計画の最適化） 
 
・電圧管理値の細分化をして欲しい。例えば、 
    ±１０％  1分値 
    ±１５％  １０秒（上流の OLTCの応答スピードに関連して決める） 
    ±２０％  ２００ｍｓ 
・現状では風力発電の系統受入れ容量の回答は、高出水期における最低負荷時及び系統のバックアップ

設備が使用不能時に発電機の定格出力ベースとなっている。最低負荷や水力 Full 等の運転制約が必要
となる時、風力の出力制限を条件にすることにより、更なる受入れ容量の増加が期待できる。 
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・電力会社に新エネルギーを積極的に受け入れようとする機運が高まれば、事前に複数の案について相

談出来るシステムが自然に生まれてくるのではないか。電力会社も案を絞り込めれば検討ケースは減り

労力は軽減されると思うが。 
・連系協議は契約交渉の部分をなすものであるので、発電制約を行う状況・頻度（期待値）等を考慮し

て売買価格・期間等の契約条項として契約に盛り込む（発電制約条項）ことにする。 
・電力会社が提示した連系条件および電力会社の検討結果に従っている場合は、系統構成の変更に起因

するものであり、（系統連系後の発電制約は）電力会社の責任と考える。 
 
●第６分類  第三者機関に関する事柄 
   例えば、 ・第三者機関設置の要否（協議の明確なルール化と調整・裁定機能） 
 
・電力の判定が社内基準であるが、明細データが出ず、判定が明確でない（だから第三者機関が必要で

ある）。 
・電力会社が事業者より受入れる系統連系申請に対して、送電線空容量の算出等その系統特性といった

技術的要素を理解した上で議論が必要な場合、またセキュリティーの観点から全ての系統情報が公開出

来ないような時には第三者機関による調整・裁定の存在意義があるものと考える。 
・系統連系申込書から契約書に至までの経緯に関する協議・検討書を、届けるようにしたい。補助金政

策の要である経済産業省資源エネ庁（新エネ課か）に届けて、契約内容の差異についてヒヤリングを行

う程度のもので当面は止めたい。 
・（第三者機関は）系統連系協議内容の統一化や系統情報の開示も行う機関である必要がある。 
 
●その他  以上の分類に入らない事柄、もしくは分類そのものへのご意見 
 
・電力会社の組織は縦割りなので、何が制約事項で系統連係の制約事項なのか明示されないケースが多

い。 
・ある風力発電所の例では、近くの変電所（110kV/22kV/6.6kV）で 110kＶへの逆潮流が不可であるた
め、4.5MW以上は発電してはだめとなった。変電所の 110kＶラインに逆潮流するための、保護リレー
／メータリングを増設すれば可能になるのでは。また、22ｋＶは６ＭＶＡで設備されていた。 
・新エネルギーの内、風力・太陽光は需要に応じて発電量をコントロールする事は出来ない。その点で

は経済的価値が低い。この点がバイオマスガス・小水力・燃料電池・廃棄物発電と異なる特異性である。 
・大規模風力発電所の立地点は人口希薄で電力需要も極めて少ない地域である。原子力発電所も人口希

薄の遠隔地にならざるを得ず、発電所から電力大消費地に送電するため系統大容量化に伴って 500ｋＶ
大送電線網の建設時期があった。風力発電を含む分散電源の電力系統構成を見据えた分散電源専用網(例
えば高電圧直流送電網等)整備を含めた社会システムの再構築議論へと発展して行くことを望みたい。 
・当面の対応策として、風力発電電力の経済的有効性を高めるには、蓄電池・コントロール可能な相対

的に大きな電源との系統を借りねば成らない。このため既存電力会社の系統連系に要する電力設備増・

改築費用は電力側の資産として置きたい（将来の社会システム再構築に備えて）。   
・地球温暖化ガス削減と新エネルギー利用の関連で、各種新エネルギ－（ kWh 当たり又は１ｋＣａｌ
当たり)の利用コストと温暖化ガス削減効果量（ｋリットル又は石油換算リットル）から、妥当な補助金
額はどのくらいかを経済的見地から、試算した例が有れば、議論の俎上に上げて貰いたい。 
・各電力会社が主張している周波数安定問題に関しては、許容される風力の出力変動周期と変動量が異

なる。多くの前提条件を必要とするが、せめて電圧に応じた一定の基準が必要。 



Ⅳ．その他 

 

（ア）電力自由化に係わる重要事項（優先接続および中立組織について） 

 

 本項では、風力発電など自然エネルギー電源の系統連系に関して、今後、電力自由化が進展していく

中で整えていくべき制度やルールを考察する基礎資料として、欧州各国と対比しつつ、「優先接続」の

考え方を比較・検討した。 

 

●優先接続（Priority Access／Open Access）とは 

 一般に、優先接続（Priority Access/ Open Access）とは、ある地域の送電系統に対して、第３者の

発電事業者や電力供給者が利用することに対して、「優先」（Priority）もしくは「開放」（Open）する

ことを指す。 

 欧州では自然エネルギーを送電系統に接続することを「優先」する場合に使われる場合が多いため

に”Priority Access”という呼び方が中心であり、米国では IPP 一般に対する送電系統の利用開放という
意味合いから”Open Access”という呼び方が中心に用いられる。 
 

●“Priority Access/ Open Access”の歴史 

・米国 

 1978 年に米国連邦法として規定された公益事業規制法(PURPA)によって、独立発電事業者による自

然エネルギーを 75％以上含む「認定設備」(QF)が規定された。QF に与えられたいくつかの便宜の中

で、”Open Access”の源流にあたるものとして、電気事業者(Utility)が回避原価で QF からの電力を
購入義務があった。その後、1992 年エネルギー政策法(EPAct)では、送電系統を地域独占している電

気事業者(IOU)に対して、卸電力分野の競争を図る目的から、送電系統への”Access”を命じた。さら
に 1996 年には、連邦公益事業規制委員会が送電系統への「非差別的」な”Open Access”のルール
(Order888)および系統事業者に情報システムと実施基準を求める Order889 を定めた。 

・欧州 

 欧州では、デンマークで 1984 年に風力発電事業者協会(DV)と電力会社、政府による「３者協定」

によって風力発電からの電力の買取に関する協定が締結された。これを原型として、ドイツでは 1990

年に「電力供給法」(EFL)を定め、電力会社に対して、自然エネルギー設備からの電力を平均電力価

格の 90%の固定価格での買い取りを義務づけた（固定価格と買い取り義務の２要素）。 

『自然エネルギーによる発電電力を公的電力網に供給することに関する法律（電力供給法）』 

（１９９０年１２月７日制定（ドイツ連邦共和国官報ＩＳ．２６３３号公示） 

§２ 購買義務 

通常の電力供給のためのネットを営む電力供給業者は、供給地域内で新たな自然エネルギーにより創

出された電力を購買し、供給を受けた電力に体して、以下の§３に定めるところにより対価を支払う

義務を負うものとする。当該電力供給業者の供給地域外にある製造業者により創出された電力購買義

務については、その製造業者の事業場所から最も近い地点にあり、電力購買に適切であると見なされ

る（ネット）電力供給業者にあるものとする。§§２及び４に関わるそれ所定以上の費用については、

その事業場所から電力供給業者への配分・送電費用、その地域までの通電に関する費用を勘案して算

出される。 

 

 1990年代におけるドイツの成功を受け、欧州連合でも1997年の「自然エネルギー白書」(COM(97)599)

が決定され、これに基づいて「自然エネルギー指令」(2001/77/EC)が決定されている。この指令の中で

は、以下のとおり、”Priority Access”という考え方が明確に規定された。 



Article 7 Grid system issues 

1. Without prejudice to the maintenance of the reliability and safety of the grid, Member States shall take the 
necessary measures to ensure that transmission system operators and distribution system operators in their 
territory guarantee the transmission and distribution of electricity produced from renewable energy sources. They 
may also provide for priority access to the grid system of electricity produced from renewable energy sources. 
When dispatching generating installations, transmission system operators shall give priority to generating 
installations using renewable energy sources insofar as the operation of the national electricity system permits. 
 

●日本における“Priority Access/ Open Access”の考え方 

 以上見てきたとおり、“Priority Access/ Open Access”の考え方は、米国では自然エネルギーに限

らず、「市場競争の公平性」の文脈から“Open Access”が定められ、欧州では自然エネルギー普及を最

優先する視点から“Priority Access”が認められてきている。 

 一方日本では、現在、並行して電力自由化に関する制度の検討が進んでおり、系統アクセスなど系統

の利用に関しては民間組織である「中立機関」が適正なルール等を定め、行政は事後チェックをすると

の立場を取っている。現在、中立機関の設立準備も進んでいるが、現時点では、「新規参入事業者」(PPS)

と一般電気事業者間で合意しうる「中立」な系統利用ルールが最優先されており、「自然エネルギーの

優先接続」は議題にすら上っていない。むしろ、「中立」機関という性格上、「自然エネルギー」を優先

することはできない、というスタンスである。唯一、原子力および電力会社の流れ込み水力に「優先給

電指令」を認める方向があるが、これは政府による「優先」という政策にしたがったものであり、あら

ためて自然エネルギーに対する政府の姿勢に立ち戻ることになる。 

 また、公正取引委員会も、今のところ、市場での寡占状態を監視する立場に留まっており、系統利用

に関して「自然エネルギー事業者の市場参入機会の阻害」を監視する FERC のような立場は取っていな

い。 

 さらに日本では、北海道電力や東北電力の風力発電の抽選時の理由に見られたように、「安定供給」

が”Priority Access/ Open Access”が退けられる「言い訳」にされる傾向もある。 
 しかしながら、”Priority Access/ Open Access”は、「市場競争の入り口」であると同時に、風力発電
や太陽光発電のような変動型の自然エネルギー普及において、決定的に重要な意味を持っていることか

ら、原則の確立や制度化が求められているといえよう。 

 

●系統連系および系統の利用に関する“Priority Access/ Open Access”の考え方 

 欧州連合の指令を手がかりに考察すると、この指令で規定された“Priority Access”という考え方

は、さらに次の３つのアプローチを定めたものと解釈されている(ESTO position paper 16/03/01)。 

(1)連系手続きにおける優先 

 主に行政手続き（日本では電力会社の手続き）に係わる課題となるが、これもさらに「時間的

な優先」と「権利としての優先」からなるものと考えられる。 

 「時間的な優先」とは、自然エネルギー事業者からの連携申請があった場合に、ずるずると検

討を先延ばしや拒否することなく、ファストトラックで検討することを指す。「権利としての優先」

はより重要な考え方であり、電力会社の裁量や都合で連系を一方的に拒否や制限することを禁止

し、仮に電力会社が連系に制約を加える場合にはその説明責任を電力会社に命じることを意味す

る。 

(2)市場(スポットおよびバランス)への優先アクセス 

 現在の日本の電力自由化デザインでは、自然エネルギー事業者が利用できる電力取引所が設立

される予定はなく、新エネ利用特措法の下では、一般電気事業者による電気部分の買取りに関す

る「優先」という解釈になる。 



 FRECのOrderや欧州指令に倣えば、以下のように読み込むことができる。 

・政府が一般電気事業者による電気部分の買取りに関するルール(政省令もしくはガイドライ

ン)を定めるか、もしくはそうしたルール(約款)を一般電気事業者に定めることを定めるこ

と 

・価格情報を公表すること（電気部分の価格およびインバランス費用）。ただし、電力会社が

現在公表している自然エネルギーに対する電気部分の価格や、電力自由化で検討されている

PPSに対する(同時同量に代わるものとしての)固定的なインバランス費用は、いずれも自然

エネルギーへの適用に関して再考の余地が大きい。 

・系統情報に関する情報公開 

 (3)混雑時における優先アクセス 

 これは、現状で原子力および電力会社の流れ込み水力に「優先給電指令」を認めているものを

自然エネルギー全般に拡大することに該当する。したがって、前述のとおり、政府が「自然エネ

ルギー拡大の公益性」を根拠にして、その「優先給電指令」を規定する必要がある。 

 

●中立機関について 

 2005年４月に計画されている電力市場自由化の対象需要家の拡大に際して、新たに「中立機関」と

「卸電力取引所」が設立されることとなっている。とくに中立機関は、「業法第 93 条に基づく送配

電等業務支援機関」として指定される予定であり、共通インフラであるネットワーク利用に関して、 

(1) 設備形成(流通設備計画策定ルール) 

(2) 系統アクセス(発電機側アクセスルール、需要家側アクセスルール) 

(3) 系統運用(系統運用時の供給力確保ルール、流通設備の運用計画策定ルール、給電指令ルール、

連系線運用ルール) 

(4) 情報開示についての規則を定め、監視・紛争処理(斡旋・調停) 

(5) その他、連系線の空き容量情報の公開、中央給電連絡機能、地域間連系線整備計画に係る調整

を行うための場の提供、供給信頼度評価、各種統計の作成・公表、および電力系統に関する調

査研究等 

を行う機関として重要な役割を担うこととされている。したがって、中長期的には自然エネルギーの

系統連系に関して重要な役割を果たすことになるものと思われる。 

 しかしながら、当面、中立機関は組織そのものの設立と電力自由化市場全般に係わるルール形成で

手一杯であり、今のところ、自然エネルギーの系統連系に関するルールを検討する予定はないが、い

ずれ必要に応じて専門委員会を設けて検討すると述べている（GENによるインタビューによる）。 

 また、中立機関準備会によれば、中立機関はあくまでもあらゆる電源や事業者を「中立」に扱うも

のであり、前述の優先接続などの措置は、政府等が政策として定めないかぎり中立機関だけの判断で

はできないとしている。 



（イ）系統強化のコスト試算について 

 

 風力発電の導入に伴い、系統の強化にどれくらいのコストがかかるのかという点も、一つの論点であ

る。 

 従来、系統強化のコストの試算としては、総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会（2001年4月6
日）において出された、日本全体で風力発電300万kWを導入する場合の系統関係費用の総額が2230～
5480億円という試算が知られているが、積算根拠のデータ情報などが公開されていない。 
 今回の研究会では、時間の関係でこの点に関しては十分な検討は行えなかった。 

 ただ第2回会合において、北海道グリーンファンの奧田耕三氏より、北海道北部における系統強化費
用の試算が示された。道北に30万kWの風力発電を追加する場合の複数のケースを検討したもので、国
鉄軌道跡地などを利用するとして、用地取得費を含め、系統強化の総費用は390～590億円になるとの試
算が提示された。 

 

以上 

 

 



【第2回系統連系研究会資料】

＜北海道北部系統強化費用の概算＞
　　　　　　　北海道グリーンファンド　奧田耕三

2003/9/12

送電線距離 ― 340km 340km 665km 340kmに換算
系統アクセス費用 44 30 30 100 51
既存系統強化費用 152 170 161 282 144
用地取得費 920 46 10 20 10
安定化対策費用

調整電源 175 175 175 175 175
電圧調整（SVC) 14 14 14 14 14

主な違い 架空・民地 架空・官地 地下埋･官地
地下埋･架空
混合・官地

参考まで

系統強化総費用(億円） 1,304 435 390 590 394
工事費 384 389 380 571 384
用地取得費 920 46 10 20 10

注釈１）増強規模
30万kW
に換算

30万kW 30万kW 30万kW －

注釈２）300万kW換算 1.3兆円 － － － －

①～⑤共通の仮定
◆用地取得費は①、④⑤で考慮されていないので下記のとおり仮定した
●官地1kmに架線する費用：300万円とする（HGF関与案件実績額より。伐採費等も含む。）

●用地取得費：民地は軌道跡地（官地）の20倍とする。

（H13年エネ庁試算資料より）
◆系統アクセス費用（通常は風力発電事業者が負担）
：風力発電施設から電力会社基幹送電線網への接続のための費用。
◆既存系統強化費用：電力系統の増強費。

①の仮定・考え方

◆官地の利用を考えていない
※系統強化費（300万kW）：2230～5480億円
◆架線距離は②と同じとする。（実際は山越えも発生しさらに高額になると予想される）

②の仮定･考え方
◆用地は全て官地とする
◆鉄塔、電線敷設費：5千万/km（某電力会社数社、関係業者数社から聴取し平均した）
◆新設変電所2箇所、開閉所の増強5箇所の建設費：30億円

③の仮定･考え方
◆地下埋設方法：従来の側溝型でなく、海底ケーブルを直埋めできたとする。
※経済産業省が認可した海底ケーブルがあるらしいが詳細は未確認。

◆全て軌道跡地に地下埋設する。
◆電線敷設費：4.8千万/km（関係業者数社から聴取し平均した）
◆新設変電所2箇所、開閉所の増強5箇所の建設費：30億円

④、⑤の仮定･考え方
◆既存系統と別に風力発電専用系統を建設。大規模風力発電を想定。
◆線路用地：架空送電線も、軌道跡地を活用する。
◆187kV変電所1箇所･110kV開閉所9箇所の建設要。（費用，100億円）

◆平成13年4月資源エネルギー庁試算結果中央値の1／10
　　　　　　　　　　（全国に300万kWの風力導入を仮定したもの）

【 北 海 道 北 部系統強化費試算結果 】
④SEM
(架空+地下埋)

◆系統安定化費用：風車の出力変動による周波数変動の影響を緩和するための
　安定化対策費。（新規に必要な調整電源）

⑤SEM
(架空+地下埋)

①平成13年
ｴﾈ庁

②03.6奧田
（架空）

③03.6奧田
（海底ｹｰﾌﾞﾙ）
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